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発表会次第

１．開会

２．主催者代表挨拶

（財）北海道開発協会 開発調査総合研究所 所 長 小林 好宏

３．研究発表（発表会後意見交換）

・「積雪寒冷地における独居高齢者世帯の健康支援に関する産官学協働支援ネットワーク形成の基礎的研究」

天使大学看護栄養学部 教 授 田島 忠篤

天使大学看護栄養学部 教 授 瀧 断子

・「積雪寒冷地の都市内部における人口の都心再集中に関する分析」

北海道大学大学院文学研究科 准教授 橋本 雄一

・「地方中小都市・室蘭市における高齢者共同住宅に関する研究」

室蘭工業大学建設システム工学科 教 授 大坂谷吉行

・「コンパクトシティに向けた北海道主要都市における職住分布構造の再構築に関する研究」

専修大学北海道短期大学 教 授 桝谷 有三

４．閉会
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発表者プロフィール

●田島忠篤
１９５４年東京都生まれ。１９８５年上智大学大学院文学研究科社会学専攻博士後期課程単位取得退
学。２００７年１１月ロンドン大学キングス・カレッジ Ph.D．（宗教社会学）。１９８５－１９９６年明の星
女子短期大学講師。１９９６－１９９８年明の星女子短期大学助教授。１９９８－２０００年ロンドン大学キ
ングス・カレッジ留学のため退職。２０００年天使大学看護栄養学部教養教育科教授として就任。
２００８年度より天使大学看護栄養学部教養教育科科長。専門は、地域研究（奄美大島）、宗教社会
学。An Anthropological Study of the Religions of Urban Migrants from the Amami Islands with
Special Reference to Omoto, Soka Gakkai and Catholicism（２００７）University of London, King’s
College, Ph.D. thesis，「離島社会における保健医療の総合的研究（１）」、『天使大学紀要』（２００２
年）等の著書あり。

●瀧 断子
１９４８年秋田県生まれ。旭川市立高等看護学院卒業。東京女子医科大学附属病院に看護師とし
て勤務。１９９３年青山学院大学文学研究科教育学専攻博士前期課程終了後、筑波大学医療技術短
期大学助教授、聖路加看護大学助教授、東京女子医科大学看護学部教授を経て、２００５年度より
天使大学看護栄養学部教授。専門は老年看護学。

●橋本雄一
１９６３年神奈川県鎌倉市生まれ。１９９３年筑波大学大学院博士課程地球科学研究科専攻単位取得
退学（博士（理学））。１９９３～１９９６年北海道大学文学部助手。１９９６～２０００年北海道大学文学部助
教授。２０００～２００７年北海道大学大学院文学研究科助教授。２００７年４月より北海道大学大学院
文学研究科准教授。専門は都市地理学、経済地理学、地理情報科学（GIS）。『東京大都市圏の地
域システム』（大明堂）、『マレーシアの経済発展とアジア通貨危機』（古今書院）等の著書あり。

●大坂谷吉行
１９５０年札幌市生まれ。１９７３年３月北海道大学工学部建築工学科卒業。１９７５年３月東京大学大
学院修士課程（都市工学専門課程）修了。１９７８年３月東京大学大学院博士課程（都市工学専門
課程）修了。１９７８年４月日本開発銀行（現、日本政策投資銀行）設備投資研究所研究員。１９８１
年４月建設省建築研究所都市計画研究室研究員。１９８６年４月アジア工科大学院人間居住開発
課程助教授。１９８９年１０月建設省（現、国土交通省）建築研究所都市計画研究室長。１９９１年３月
室蘭工業大学建設システム工学科助教授、２００１年５月室蘭工業大学建設システム工学科教授、
現在に至る。主な資格は工学博士、一級建築士、技術士（建設部門、総合技術監理部門）。主な
役職は北海道開発局景観アドバイザー、北海道開発審査会委員、室蘭市東室蘭駅周辺地区バリ
アフリー整備協議会会長。

●桝谷有三
１９４８年旭川市生まれ。室蘭工業大学土木工学科卒業。北海道大学工学部助手、苫小牧工業高
等専門学校助教授を経て、１９９５年４月専修大学北海道短期大学教授。工学博士。専門：都市交
通計画、交通工学。主な論文：「職住分布構造と通勤トリップ長について」（都市計画論文集４３
－３、２００８）、「従業地ゾーンからみた通勤交通行動について」（土木計画学研究・論文集２５、
２００８）、「Commuting Preference Functions from Employment Centres」（ICTTS ２００８）、「職住分
布の再配置が通勤トリップ長に及ぼす影響について」（都市学研究４５、２００８）他。
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発表会の開催状況

日 時：平成２０年１１月２７日 １４：３０～１７：２０

会 場：（財）北海道開発協会 ６階ホール

参加人員：４６名

研究発表者 ５名

大学関係者

北海道開発局、北海道経済産業局等行政機関

民間団体、NPO法人等
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主催者からのご挨拶

北海道開発協会は北海道開発の推進に寄与するための様々な公益的な事業を行っているわけで

すが、その中の重要な柱の一つとして、開発調査総合研究所が北海道開発に資するような調査研

究を行っています。

その中の一つに道内の大学等高等教育機関に所属する研究者の方々に、とりわけ社会科学分野

に関してですけれども、北海道の開発に資するような研究をどんどんやっていただこうというこ

とから、平成１４年度に助成活動を始めました。毎年たくさんの応募がございますが、２０年度に至

る７年間で１５５件、人数にして３１６人の方の応募がございました。それに対して５０件、人数は１２１

人の方に助成を行ってきたという実績がございます。

そこでなされた研究成果は、当協会が発行しております広報誌「開発こうほう」で、要約した

ものは既に発表しておりますが、それぞれ研究者の方々は、その研究成果を学会誌をはじめとし

ていろいろなところで積極的に発表していただいております。これまでのところ、その成果とい

うのはいろいろな形で表れてきており、私達としても助成活動がそれなりの成果を発揮したもの

として、大変嬉しく思っているところであります。

本年度につきましては、昨年の１０月上旬から今年の２月中旬までの間に道内の大学等高等教育

機関で研究を行っている研究者、あるいは研究グループを対象に助成研究を募集しましたところ、

沢山の応募があり、その中から８件を選考したところです。

さて本日は、既にチラシ等でご案内のとおり、高齢社会におけるまちづくりに関連した助成研

究で、良い成果を挙げられた方々に助成研究発表会ということでお集まりいただいて、具体的な

中身に関わることをお話していただきます。この発表会は本年で４回目になるわけですけれど

も、なかなか熱気を持った議論が出ております。本日もそのような内容ある議論が展開されるこ

とを期待しておりますのでよろしくお願い致します。どうもありがとうございました。

（財）北海道開発協会 開発調査総合研究所長 小 林 好 宏

－９－



研究発表

司 会： 研究発表に先立ちまして、２点ほどご説明をさせていただきます。

１点目は、配付資料についてですが、封筒にパンフレットと、本日発表いただきます４

件の資料のコピー、それから観光関係の出版本、先週当協会が発行しました「生活見なお

し型観光とブランド形成」の PRチラシ、この出版を記念したフォーラムを１２月１２日に開

催いたしますが、その案内チラシを同封してございます。もしなければ、お申し出くださ

い。

２点目は、本日の進行についてでございますが、今回は４つのテーマを発表していただ

くわけですけれども先生方は大変お忙しいので、只今２組のテーマの先生がお見えになっ

ておりますけれども、他の方は講義が終了次第駆け付けることになっておりまして、皆さ

んを紹介することはできません。したがいまして、発表の都度ご紹介させていただきます

が、プログラムとしてパンフレットの２ページの下の方に発表会次第がございます。ここ

で３の研究発表として、４つテーマがございますがまず２つを、１つのテーマあたり約２５

分の予定でご発表いただきたいと思っております。それぞれ５分程度会場から質問があれ

ばお受けしたいと思います。それで約１時間でございますので、そこで１０分間の休憩をと

りまして、そのあと残りの２つのテーマを続けて発表していただき、全体が終わったとこ

ろで小林所長にコーディネーターをお願いしまして全体の意見交換ということで約３０分程

度取りたいと思っております。閉会は１７時１５分を予定しておりますが、質問によっては前

後するかと思います。このような形で進めさせていただきます。

なお、各先生のプロフィールにつきましては、パンフレットに簡単に記載してございま

すので、私の方からは省略させていただきます。

それでは、トップバッターでございますけれども、天使大学看護栄養学部の田島先生、

瀧先生にお願いいたしたいと思います。テーマは「積雪寒冷地における独居高齢者世帯の

健康支援に関する産官学協働支援ネットワーク形成の基礎的研究」です。よろしくお願い

いたします。

－１０－



（本報告に関係する資料は、５１ページ以降に掲載。）
「積雪寒冷地における独居高齢者世帯の健康支援に関する産官学協働支援ネットワーク形成の基礎的研究」

田 島： 天使大学の田島と申します。これからお手元にありますレジュメをご覧になりながら、

説明させていただきます。共同研究者は３人おりますが、今回は２名が別々に発表します。

はじめに発表するのは私、田島で、もう一つの発表は瀧です。

私の方は、レジュメにありますように第１部でプロジェクト概要および中心課題につい

て、それから具体的なプロジェクトの内容の部分に関しましては第２部の方で、IT を活用

した在宅健康支援プログラムの実践に関する研究概要ということで瀧から報告させていた

だきます。

それではプロジェクト概要および中心課題について少しお話させていただきます。まず、

この研究に至った経緯ですけれども、はじめに私たちが所属する天使大学看護栄養学部に

は看護学科と栄養学科があります。それらの英知を活かして何とか地域のために役立てな

いかということで、私、教養教育で社会学を教えておりますけれども、この３人でプロジェ

クトを考えました。

はじめに目を付けたのは、地域全体にどうやって目を配り、サービスを提供するかとい

うことで、ある S村というところが CATVを村営で持って全戸と繋いでおりまして、そこ

に目を付けました。しかしそこは村営であるために全部流すコンテンツは村議会にかけな

ければならず、非常に動きが良くないということで、止めました。それであらたに対象地

を探していたところ、オホーツクにあります紋別市、そこに「NPOオホーツク・クラスター」

という NPO法人がございまして、そことタイアップしてやろうということでプロジェクト

を始めました。

そこで考えたのは、IT と人間との対面、そういったものを両方取り入れたものを考えま

した。それが研究の経緯でございます。

次に、これを研究プロジェクトを設計する時の基本理念みたいなものを少し話していき

たいと思います。元々その経緯の一番上に書いてあるように、北海道特有の地域性、いわ

ゆる積雪寒冷地に根ざした保健医療があるだろうということで、特に冬季に独居高齢者の

人達が孤立するであろうと、そういったものを如何にして支援できるだろうかと、そういっ

たことを考えました。その時に考えたのは、いわゆるこちらに括弧で書いてあるようにた

だ単に生きるというのではなくて、「活発に生き（粋・活）と生きる」そういったふうにする

にはどうしたら良いだろうかということで、その下に書いてある３つのことを考えました。

一つは、体が動けなくなってから支えるのではなくて、体が動けなくなる前にそれを防

ぐための予防医療ということを考えました。それともう一つは先程言った、いわゆるさん

ずいのある「活きる」ということは、自分らしい生活を維持することだろうということで、
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「活きる」ということから「粋な生き方」をするという方へ向けて考えていこうというこ

とです。

２番目に考えたのは、支援する側から支援を受ける側の視点に立とうと。例えば独居の

ご老人の場合、片や介護保険、片や医療保険ということで別の組織から２つの支援を受け

るわけで、受ける側からすれば、一度に両方来てくれた方が良いわけですよね。そういっ

たようなことを含めて、そういった縦割りではなくて、ネットワークを張ることによって、

横の繋がりを付けて個人だけではなくて役所の間でもネットワークを広げていけないかと

いうことを考えました。

３番目に考えたのは、地域を越えた地域を支える緩やかなネットワーク。天使大学とい

うのはサテライトスタジオとかそういったものは紋別にございません。札幌にいながらで

も紋別市を支えられるシステムのことです。北海道というのは非常に土地が広いところに、

地方に行けば人口が散在していると。そういったところを、いわゆるコンパクトに、この

今日の一定の地域内でという趣旨には反するかもしれませんけれども、コンパクトという

意味は単に地理的なものだけではなくて、地域を支える地域外のネットワークもいれたコ

ンパクトが必要だろうということで考えました。地理的空間を超えて個と個、それから個

と群れを結ぶ、そういったものがネットワークの一つの特徴ではないか、それを活かせな

いかと考えました。

実施方法といたしましては、IT を駆使して独居高齢者個人と遠隔地の大学とネットワー

キングで如何にして結ぶかというところから始めました。そのことに今回は中心を充てて

研究いたしました。後でその点については、瀧の方から報告があります。

それで考えたコンテンツが冬季間の健康支援プログラムです。第一弾といたしましては、

「らくらく体操」ということで、パソコンに「らくらく体操」のモデル体操のビデオを入

れまして、それを見ながら体操するというプログラムを考えました。テレビではなくてパ

ソコンの中に入れておけば、自分の好きな時に好きなだけできるという特徴があるので、

自由に時間が使えていいだろうということで、しました。それをしながら、事前事後の血

圧や脈拍などのデータを送ります。それから第二弾は、「らくらく頭の体操」で、既に東北

大学の有名な先生が脳の活性化をどうした良いかという、それを実行するということです。

第三弾は、看護のほうだけで、まだ栄養の方はやっていないんですけれども、「らくらく美

味しい旬の健康食」で、例えば糖尿病の方、高血圧の方、そういった方に合わせたメニュー

とか、地元で採れた旬の食材を使った食事のレシピを用意し、食生活を支援しようという

ことです。

具体的な内容に関しては、これから瀧の方から第二部で報告します。私の発表はこれま

でです。どうもありがとうございます。

瀧： 瀧と申します。よろしくお願いいたします。第二部として実際に基本理念を受けまして

行ったことにつきまして発表させていただきます。基本理念を受けてということですけれ
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ども、もう一点看護の領域から申し上げますと、一つ看護ケアということを考えていくと

きに、特に地域においてケアということを考えていくときに、先程田島の方から説明があ

りましたけれども、病になる前にどうしたら良いかというふうなことを考えていかなけれ

ばいけない。それの根拠として大事なことは、特に北海道では一人当たりの老人医療費と

いうのは全国１位だということと、それから国民健康保険の赤字自治体として札幌市が依

然として１位にあるということがありますので、そういった観点からしますと、特に予防

というところに力点をおく必要があるんじゃないかというふうに考えるということも、こ

の支援を考える上での要素になったということです。ですけれども、一方で健康予防とい

うふうなことでは、現在全国一律で行われているということで、通所、例えば週１回運動

しましょうというふうな形が多いということがありますので、そういった意味では北海道

の高齢者にとっては、冬季の通所ということで限界が一つあるのかなということで、本当

に週１回とか２回で体力維持ということが可能なのかというふうなことを考えて、今回課

題追求ということで基本理念も受けながら具体的にこのようなことを行ってきたというこ

とを説明させていただきます。

レジュメの方にもお示しいたしましたけれども、一応基本理念を受けて、今の生活を変

えないで、その中に運動を取り組んでいきましょう。それともう一点は冬季ということで

すので、自宅でできるという、そんなふうなことでなにか考えられないかということです。

具体的な方法ということでは、一点は「健康日本２１」の内容を基礎にいたしました。独居

高齢者を対象者として ITを活用した在宅でできる健康支援ということを考えてみたという

ことです。その内容としましては、「運動」と「認知症予防」と「栄養・食事」ということ

を計画実施しておりますが、「栄養・食事」につきましては現在進行中ということです。私

の方から今回お話申し上げますのは、「開発ほうこう」で発表しております「運動」に焦点

を当ててお話したいと思います。

「運動」では、７名の７１歳～８０歳の高齢者の方を対象にいたしました。全員パソコンは

初心者です。本来ならば「運動」の研究ですので、例えば運動をいつもやっている人とか、

あるいは運動はいつもはしませんという人を分けてしなければならないところなんですけ

れども、７名という対象者でしたので、今回はそのように分けないで７名全員一律対象に

しております。期間につきましては、冬期の支援というふうなことを考えていくというこ

とですので、１月～３月までの期間にいたしました。ベースラインも含めまして１０週間と

いうふうなことで実施しました。

介入の中身といたしましては、運動教室の開催と電話による状況把握、それから体操画

面の最後に提示される運動時間のグラフによる自己評価です。それから毎日の運動の有無

と運動の時間につきましては、研究者も大学内において把握できるようにいたしました。

さらに毎日の運動を行ってもらうということですので、体調管理というふうなことにつき

ましても配慮する必要がありましたので、それにつきましてもパソコン上の日記に日々の
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体調を入力できるようにいたしました。

結果としまして、評価指数を運動時間と継続性ということにいたしまして、３名が介入

前後で平均運動時間が有意に増加いたしました。７名全員が体操を継続できております。

高齢者が IT を活用するということにおきまして、様々工夫したことがあるんですけれども、

その一つは機器操作を容易にするということが必要だったと。それから、全員パソコン初

心者というふうなことがありましたので、取り組みの初期につきましては操作困難時の対

応体制ということを整えるということが必要であったということと、それから今回の研究

を通しつつ、その経過中にも気が付いたことですけれども、高齢者の方との IT を活用する

というふうな状況においてもコミュニケーションの要素といいますか、繋がっているとい

う実感といいますか、そういったことを持っていただくということは、継続して何かに取

り組んでいくという時には必要なことだなということを思いました。

それからこの研究を行いまして、今後これを発展させるというふうなことにおいて見え

てきた課題ということなんですけれども、レジュメの方にも示しておりますが、一つは基

本理念の①、②からいきますと、地域住民を巻き込んで課題を共有する必要があるなとい

うふうなことです。この研究は、今回は今現在高齢者の方を対象にいたしましたけれども、

もっとその先にはさらに少子高齢化というふうな現実が北海道内にあるということを考え

ますと、将来をどうするかということを考えていかなければならないということがあるか

と思います。ですので、今現在まだ高齢者の域に入っていないけれども、近い将来高齢に

なるという状況の人達は、今現在の現状から将来認識というふうなことに関してどんなふ

うに認識されているかということと、その認識からどのようなニーズがあるのかというふ

うなことについて把握する必要があるんじゃないかというふうに感じています。

それから２点目は、基本理念の③を受けてですね、産・官・学を繋ぐコーディネーター

の確保と書いてありますけれども、今回紋別市のオホーツククラスターを産というふうな

ことと、官としては保健センター、社協、包括支援センター等を入れさせていただきまし

たけれども、それぞれ本務がございましたので、紋別市にいて産・官・学を繋ぐ方がいら

したら、もっと円滑に進めることができたんじゃないかなと思うところがありました。こ

の辺も、今後発展させるというふうな意味では課題の一つとしてあるだろうと、いうふう

に思っています。

それから３点目は、もしチャンスがあるとすれば、今回は研究ということでやりました

けれども、これから次にということでモデル事業としてもう一段階踏ませていただいて、

その中での開発ということと評価というふうなことをして、可能性を探索したいというふ

うなことが挙げられております。

以上簡単でございますけれども、具体的な内容につきまして説明させていただきました。
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●質疑応答

司 会： ありがとうございました。時間を守っていただきまして、ありがとうございます。それ

では５分程度会場の方から、ご質問があれば受けたいと思いますけれども、なにかござい

ませんか。

会場Ａ： ネットワーク作りが必要だっていうことは皆さん思っていると思うんですけれども、今の

ネットワーク形成の基礎的研究ということで発表いただいたんですけれども、そのネット

ワークを作る上で困難な点とか、どうすればこれからそのネットワークが広がっていける

のかとか、その辺のことをちょっと知りたいんですけれども。

司 会： 先生よろしいでしょうか。特にこの場合のネットワークは産・官・学ですので、先程説

明は少しあったかと思いますけれども、もう少し触れることがございましたら、よろしく

お願いします。

田 島： ご質問ありがとうございます。実際にここに繋いだのは大学と個人の家庭で、それが今

回やったことの一つの、これはかなり上手くできました。しかし問題は、先程瀧の方から

今後の課題の②のところありますけれども、産・官・学を繋ぐコーディネーターが必要で

あろうと。先程社協とか NPO法人とか、いろんなところと大学共にやったんですけれども、

ここは一つ遠隔地の大学の弱点だったというのは、現場にいて現場の中で縦割りの組織を

横断に動けるコーディネーターが必要だなっていうのが一番大きな問題点だというのが分

かりました。なぜかと言うと、それぞれの社会福祉協議会なり、それぞれの介護施設は本

務を持っておりまして、余分な力はないんですね。私達大学は遠隔地にあるものですので、

そこをネットワークである程度電話とかでやっても、結局中でそれを横断的に動いて調整

する人間が必要だなというのが、それが今回一番ネックとして分かったことです。答えに

なっていますでしょうか。多分それができれば、あとはネットワークはすぐできるのでは

ないかということが分かります。

司 会： ありがとうございました。他に質問はございますか。この助成は１７年度にしております

ので、先程瀧先生がおっしゃいましたように「開発こうほう」にもサマリーを載せさせて

いただいたんですけれども。

会場Ｂ： 実際にやられた調査の中身で質問しますが、市の面接調査というのが研究概要の中に書か

れているんですけれども、やはり高齢者側のニーズとして具体的に、ここで言うインター

ネットで提供している内容というのは大きな柱があるんですけれども、今このメニューの

中にさらに将来の発展性として加えるような要素というのは、いわば面接調査とか質問調

査の中では把握されているんでしょうか。要するにこれらの発展系としてですね。いわば

そういう内容を提供していくかという将来に関わると思うんですけれども、我々健康な視

点から見ているものですから、提供している内容の幅が狭いのかなと思ったりもしたもの

ですから。そのあたり現地調査をせっかくされてるものですから、どういう把握をされて

いるのか、それをお聞かせいただきたいなと思います。今質問した内容は実際は調査票に
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は含まれていなくて、今後発展系としてあるというのであればそういうことでも結構でご

ざいます。

瀧： ご質問ありがとうございます。今後発展というふうなことでいろいろ調査もしています

がということなんですが、基本的にこの調査の中身としましては、例えば「栄養・食事」

というところではそれに関わるところの「栄養・食事」の高齢者の生活の実態がどうなっ

ているかということで調査をしたりしておりますので、次のところに繋がるようなという

ところでは、今のところ残念ながら何かありますかといわれても、ちょっとお答えできな

いかなというふうに思っているところです。申し訳ございません。

司 会： どうもありがとうございます。他にございますか。

会場Ｃ： 旭川から来ました高桑と申しますが、今の中身につきまして一つ、今回の７名の被験者

の方なんですけれども、どんなふうに抽出されたのかなというところを補足で聞きたいの

と、提供しました運動のプログラムなんですが、高齢者の健康維持増進ということで、ど

のような運動プログラムを、今回そのためにオリジナルで作られたのか、あるいは既存の

ものを提供なさったのか、その辺をもう少し詳しく教えていただければと思います。

瀧： ご質問ありがとうございます。対象者の抽出につきましては、今回協力をしていただき

ましたオホーツククラスターで、お一人にお声をかけていただいたんですけれども、その

方から芋づる式にと言いますか、こういう人もいる、ああいう人もいるという形でご紹介

いただいた。それで私たちの研究期間のうちにお願いし了解をいただいた方が７名になっ

たということです。それからもう一点の体操の中身ですけれども、１４種の体操を組み入れ

たオリジナルのものを作成いたしまして実施いたしました。よろしいでしょうか。

司 会： まだあるかと思いますが、また全体の意見交換の中でも質問等ができるかと思いますの

で、次に進めさせていただきます。
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（本報告に関係する資料は、５４ページ以降に掲載。）
「積雪寒冷地の都市内部における人口の都心再集中に関する分析」

司 会： 二つ目は、北海道大学橋本先生でございますが「積雪寒冷地の都市内部における人口の

都心再集中に関する分析」ということで、よろしくお願いいたします。

橋 本： 北海道大学大学院文学研究科で准教授を務めております橋本雄一でございます。どうぞ

今日はよろしくお願いいたします。私どもの研究室は基本的に地理学をやっているのです

が、その特徴というのは地理空間情報、GISを２０年以上前から扱っており、全国でもかな

り早い段階でその研究体制を整えてきたことです。そういうシステムの中で行なった研究

の一部を今日はご紹介したいと思います。助成していただいた研究は、この発表の中のご

く一部なので、他のプロジェクトの成果等まとめまして、今やっていることの概要等お話

させていただければと思います。

今回のタイトルは、「積雪寒冷地の都市内部における人口の都心再集中に関する分析」で

す。これはどういうことかと申しますと要は今都心にマンションが沢山建っている。それ

は話題にもなっているし、新聞とか TVにも時々載っている。その実態というものを、建築

物を建てるという面と、人が移動するという面、この２つの面を扱って分析していこう。

どういうふうに建物が建って、どういう人達が移り住んでいくのか、その実態がなかなか

明確にできないまま都心再集中、あるいは人口の都心回帰という言葉が使われております

ので、そこを明確にしておこう。さらにそれが社会的にどんな問題を生み出すのか考えて

みようという立場の研究です。それを行うために３つ課題を設定しました。

まず近年の変化でありますが、これはもしかしたら昔から続いている変化なのかもしれ

ないし、あるいは昔からの傾向をひっくり返すような異なる傾向の変化が生まれてきてい

るのかもしれないし、それがよく分からない。そこで長期間における建物の位置変化、そ

ういうふうなものを見ていこうと考えました。また、都心だけを見て「都心回帰」という

お話をする場合があるんですが、それはちょっとおかしいと思います。都市全体を見て、

都心に人口が集まってきている、郊外の方は人口が減ってきている、といった現象を扱わ

なければならないから、もっと広い範囲を扱いたいと思います。そしてマンションだけを

見るのではなくて、他にオフィスですとか一戸建て住宅ですとか、いろんなものと比較し

て見ていきます。これを建物を見る課題としました。さらに、人の動きというものを加え

ることで人口の都心回帰ということがより明確にできるのではないかと考えました。

研究目的を簡単に申しますと、建物利用指標として、マンションだとか一戸建てとか建

物用途を指標として都市全体の時空間構造を明らかにし、その中で都心部における居住空

間に関する動向を解明するということでございます。その中で、「Clean Break」という言葉

が地理学、あるいは都市工学とかにあるのですが、これは昔から続いている変化傾向、こ
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れが突然違う変化傾向にシフトしてしまうことです。現在札幌市など都市の中心部で見ら

れている人口の都心回帰というのは、この Clean Breakと言って良いのかどうか。この辺も

検討していきたいと思います。これが本日紹介する研究の流れなんですが、前半部分は建

物の変化、後半部分は人の移動、そして最後は、都心に人が集まることによる問題点、こ

の３部構成でテーマを設定しております。

まず最初に建物用途から見た札幌市の時空間構造なんですが、ここでは積雪寒冷地の例

としまして北海道最大の都市である札幌を例としています。１９０万の都市がこのような寒冷

地にあるというのは、世界でも珍しいことですので、ぜひこういう研究の蓄積をしたいと

考えておりました。建物に関して使うデータは、札幌市の都市計画基礎調査データで、こ

れは１９８０年から２００１までございます。私ども２００５年、つまりこの次のステージのものを研

究しているのですが、取りあえず成果としてまとまっているのが２００１年まででしたので、

それをご紹介します。

建物用途としてはいろんなものがあるのですが、８０年から安定して使えるのは向かって

左側にあります１５項目、その中で住宅に関しては、専用住宅、共同住宅と、いくつか細か

くなっております。この中で特に注目したいのが専用商業施設です。これは何かと言うと

オフィスです。それから、住宅の中で「専用住宅」、これは主に一戸建てです。そして「共

同住宅」、これは主にマンション。この３つが札幌では相当建物面積を占めておりますので、

この３つに特に注目したいと思います。札幌市内を４，０００近い地区に分けて、その中にど

んな建物がどんな面積を持っているのか、そんなことを分析してみたいと思います。ここ

で使うのは延床指数と言って、単位面積あたりの各建物用途の延床面積です。延床指数と

いうのを行列要素としまして３，９３４地区、そして１４建物用途、更に５年次という３元行列

を作成し、因子分析をかけることによって時空間構造を見ていきたいと思います。

その流れが、ここに書いてあるのですが、行列要素は先程の延床指数、地区×建物用途

×年次という３元行列をこういう２次元行列に展開しまして、ここで二乗和基準化因子分

析という因子分析の一種を施しまして、建物用途の要素というのを抽出、つまり簡単に言

えば、立地が似ているものをまとめます。そうすると第１因子は分かれるのを期待してい

たんですけど、専用住宅と共同住宅が一緒になって出てきてしまいます。つまり札幌市全

域で見てみると、専用住宅と共同住宅は似た立地になっているということが分かると思い

ます。

それから第２因子としては、オフィスの立地が説明されています。第３因子では工業施

設、第４因子では厚生・文教施設、第５因子では官公署というように建物の建ち並びの類

似性で１５項目の用途は５つに分けられます。その時系列を GISで視覚化したものがこれな

んですけれども、大体予想していた通り、住宅というものは都心を取り囲むように多く立

地しています。商業施設、つまりオフィスというのは札幌駅からすすきのにかけての都心

に多く立地しています。その分布傾向は変わらないんだけれども、オフィスというのは段々
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郊外の方に広がりつつあります。住宅も、その多く立地している範囲は段々郊外の方に進

みつつあります。

つまり建物用途から見ると、オフィス地区や住宅地区が郊外の方に移りつつあるという

傾向は、この８０年から２０００年の間一貫して起こっているということが読み取れるわけです。

その他に工業施設は JR沿線にあって段々減りつつあるとか、厚生・文教施設というのは郊

外の方で増えつつあるとか、官公署施設というのは大通周辺で床面積を増やしつつあると

か、いろいろな傾向がありますが、基本的には都心部から JR沿線や地下鉄沿線で集積域を

拡大しつつあります。都心部にあるオフィスが地下鉄や JR沿いに固まっている範囲を外に

広げつつあり、都心部への近接性を確保しようとするマンションなどの居住施設分布範囲

の拡大と均衡しているような状態として現状を捉えることができると思います。

ここで、もう一つ分析を加えます。先程オフィスと一戸建てと共同住宅が重要だと申し

ました。この３つで札幌市の延床面積８割を占めています。その３つの動向を見ることで、

大体札幌の都市というものの性格が分かると考えました。この分析のために札幌市を４つ

に分けています。まず、JRを中心として北側というのは低湿地です。JRより南側は扇状地

の小高くて少し条件の良いところであり、緑色の部分は札幌面と言いまして、最も住宅が

立地するのに適しているところです。豊平面は谷筋が結構入っていて、しかもちょっと標

高が高くて開発が遅かった所です。この３地区に加えて、各駅を中心とした５００mくらい

のエリアを取りました。この４つの地区で大体どういうふうに立地が変わっているのか分

析してみました。延床指数と特化指数、これは全体のなかでのパーセントとして考えてい

ただきたい。

これを見てみますと、やっぱりオフィスにしても共同住宅にしても、地下鉄の駅から５００

m圏内という所で数値が延びています。そして、 この傾向は全ての年次で変わりません。

面積自体が増えていることは別に、全ての面積を１００として、その中のパーセントを見てみ

ると少し違う傾向が現れます。それが、この右下のグラフです。それは何かと言うと、８０

年から９６年までは５００m圏内の共同住宅は、全体の中でのパーセントが減りつつあったの

ですが、９６年から２０００年にかけてはプラスに転じています。マンション全体を１００として、

そのシェアでみた場合でも９０年代後半、駅の周りのマンションが増えて、そのシェアをぐ

んと伸ばして、違う傾向にシフトしたのではという気もします。

建物に関するもののまとめとしては、都心部はオフィスがずうっと連続して増えており、

地下鉄の駅から遠い場所は一戸建てが連続して増えています。そして都心部以外の地下鉄

周辺では、共同住宅が一貫して増えています。好景気の時期には伸び方が大きく、不景気

の時期には伸び方が小さいという差はありますが、基本的な傾向は変わっていません。多

分これは、最近の駅周辺のマンションの立地というのは、新しい変化にシフトしたのでは

なくて、昔からの変化が続いた結果として理解できると思います。よって一つの結論とし

て９０年代後半の都心のマンション立地というものは Clean Breakではないと考えられます。
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では、２０００年になってからの傾向をご覧にいれます。これが２００５年の立地です。オフィ

スが都心部に集中しているとか、マンションが都心を取り囲む範囲に多いとか、そういう

ことはあまり変わっておりません。よって分布だけ見るとさして違いは見えません。とこ

ろが２０００年から２００５年までの変化を見ていると減りつつあり、都心を取り囲むマンション

が減りつつあって、さらにその内側、都心部で増えているという傾向が見えます。だから、

この２０００年までは Clean Breakではなかった変化というものも、もしかしたら２０００年から

２００５年までの分析を加えると、全く新しい変化傾向にシフトしたと言うことができるのか

もしれません。これは、これからの課題でございます。

次に、人口の都心回帰に関して思うのは、マンション業者が分譲マンションの広告をす

るので、それで印象付けられているところもあると思って、今のデータはマンション全て

なんですが、今度は分譲マンションのみをピックアップして見てみたいと思います。これ

は１９６０年代に札幌市に初めてマンションができてから２００５年までの累計のマンションの供

給戸数です。これを見ますと、都心を中心に同心円になっているとか、つい言いたくなり

ますが、これの解釈は、多分こうです。駅より南側がマンション集積地となっており、北

側は土地条件はそんなに良くないけれども、交通の利便性があるからマンションが建って

いると解釈できると思われます。先程も言いましたように、JRから北側は石狩低地、南側

は豊平川の扇状地です。おそらく自然条件としてマンションの立地に適しているのは、私

個人の意見としては、北区では内環状のあたりまでで、この辺で石狩扇状地の砂礫帯が地

下３ mから５ mくらいにあります。その辺までが本来の限界だったんじゃないかと思い

ます。

ここで分譲マンションの立地をタイムステージで分けてみます。これは７５年で都心に集

中しています。７５年から８５年は、それが段々と郊外に広がります。８５年から９５年までは、

郊外の方がメインになって、都心部はあまり増えていません。それが９５年から２００５年にな

ると、都心でまた増え始めています。これは、たぶん地価と関係があると思います。これ

は公示地価をポイントデータで入れて、それを空間内装で面データにしています。地価の

高い所がどんどん広がっていましたが、バブル崩壊より後は収縮してまいります。この地

価が下がった部分とマンションの立地を重ね合わせてみますと、大きく地価が落ちた辺り

でマンションが増えています。これが９０年代後半、これが２０００年代前半です。この地価の

変動とマンションの供給ということも関係がありそうです。このような分譲マンションの

傾向に引きずられて、人口の都心回帰というイメージが社会に定着したのではないかとい

う気がいたします。

今度は人口の分布変化に話しを移したいと思います。札幌市は１９０万人弱の人口がおり、

それは年々増えておりまして、特に高度経済成長期以降、激しい増加を続けてまいりまし

た。北海道が若干減りつつあるのに対して、札幌市はまだ増えており、北海道の３人に１

人が札幌市民という状況になっています。その札幌市民どういう状態かと申しますと、大
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学などがある関係で、１０代後半から２０代の人達が常に滞留をしています。これは、転入し

てきた者が、一定期間を札幌市で生活した後に、転出していくということで、常にどの年

次でも２０代は多いわけです。ただ、５０歳から５５歳人口は、札幌市内に定住して高齢化しつ

つあります。

そういう状態の中で、人口分布はどうなっているかというと、これは札幌市の統計区別

の図ですが、６０年代は郊外で増えていました。赤い部分が増えている場所です。８０年代、

そして９０年代後半、都心部で減っています。郊外は若干増えていますが、ほとんど変化は

ありません。２０００年になると６０年代と逆の傾向になり、郊外は減って都心が増えています。

６０年代は都心部が青で、郊外が赤だったんですが、２０００年代は色が逆転しています。これ

は完全に違う変化傾向に移ったと考えられます。よって建物ではなくて人口を見ると、Clean

Breakと言って良いと思います。これは GISでデータ化していったものなんですが、２０００

年から２００５年、札幌駅その他近いところにマンションができて、そこに多くの人口が移っ

ています。

人口密度は都心部で低く、周辺で高い傾向、つまりドーナツ化した状態というのに変わ

りはありません。ところが都心部は人口が少ないので、わずかな増加でも高い増加率になっ

てしまいます。そのため都心での人口増加というのが、こういう図からも印象付けられる

のではないかと思います。これは周辺部の地下鉄沿線における共同住宅の集積が、都心部

にまで拡大してきたと見るべきかもしれません。これは前に述べたような異なる変化傾向

への移行ではないので、この結論には、さらなる分析が必要だと思います。

次に居住地移動の分析です。これは札幌市からデータをいただいた、個人データを集計

したものです。このデータを使うと、何歳の男性か女性かが、どこからどこに移動したと

いう細かい情報を見ることができます。その３元をそれぞれ因子化して縮約するというThree

−mode factor Analysis、３相因子分析という多変量解析の技法を使いました。これは私が２０

年くらい前に論文で発表した技法です。この３元をまとめる上で、まず年齢と性別をまと

めると、第１因子は「２０代、３０代の男女と０～４歳の子供」。第２因子は「４０代の男性、

女性と５歳～１５歳くらいまでの子供」、第３因子は「４０代後半の男女と高校生くらいの子

供」というように理解できる。つまり、両親がいて子供がいて、それが移動するという状

況です。これがライフステージにおいて年齢が少しづつ上がって、第１、第２、第３因子

を形成しています。第４因子はご覧いただくとおり、高齢者の移動です。

本分析から、子供を連れた夫婦の移動が３つ、そして高齢者の移動が１つ、因子として

あらわれます。それがそれぞれどういう移動をしているかというと、これが２０代、３０代の

子供を連れた移動、これが４０代前半の子供を連れた移動、これが４０代後半の子供を連れた

移動、これが高齢者移動です。高齢者は元々数が少ないので、あまり特徴的な図になりま

せんが、共通するのは郊外から都心の方に移ってくるという傾向が続いているということ

です。ただし、因子ごとに発地が違います。これは住宅開発された時期にもよるので、４０
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代後半の人達が家を買った時には、この辺に住宅が売り出されていた。４０代前半の人達は、

この辺に住宅が売り出されていた。３０代、２０代の人は、この辺に住宅が売り出されていた

ということで違いが見られます。しかし、着地は都心周辺の地区でマンションが建てられ

た地区で共通しています。これだけではマンションに移ったかどうかは分かりませんが、

マンションが建てられている地区に移っているということは言えます。

もう一つ特徴的なのは、それが地下鉄沿いにセクター性が見えます。ここでは転居の移

動だけを扱っていますが、転居移動というのは、職場は変わらず家を変える場合に多く見

られる移動です。そのため、移動するにしても様々な制限があります。すなわち、職場は

変わらないけれど、住む所を変えようという時には、同じセクターの中で変わっていくこ

とが考えられます。もう一つはくさび形モデルのように、人が移動する時には自分の持っ

ている情報を最大限利用できるところに移動する傾向があります。つまり南北線を利用し

ている方だったら、南北線沿線の情報が頭の中にあるから、次の居住地も南北線沿線で見

つけようかという傾向が表れやすいのです。そういうモデルの傾向が、この結果にも表れ

ているのではないかと思います。高齢の方なんですが、やはり都心部の近くで移動してい

るのですが、例えば高齢者施設へ集中して移動する傾向も見えます。おそらく、都心周辺

に昔から住んでいる方々が移動しているのではないかと思います。以上が建物と人口で見

た都心回帰の実態だと結論したいと思います。

この都心回帰によって、どのような不都合が生じるかという話を最後にさせていただき

たいと思います。まず一つは、都心に人が集中してくると避難場所が足りなくなるという

研究を今しております。「避難場所なら、こんなに公園があるじゃないか」とおっしゃる方

がいると思いますが、これからの冬の時期、公園は雪で埋もれて入れません。それから雪

で埋まってなくても、夜中に屋根のない公園で一晩過ごすというのは難しいことです。特

に阪神大震災が起こりましたような冬の明け方、あるいは夜中になりますと、公園は避難

場所としては考えにくいです。そうすると屋根のある避難場所のみが避難の対象になりま

す。ただし、屋根のある施設というのはスペースに限りがありますから、収容定員が定め

られています。

例えば諏訪神社も避難場所になっているのですが、定員５０名です。でも周りには何十世

帯、何百世帯というマンションがあって、数千人の人が住んでいます。よって、行っても

溢れ出してしまう可能があります。その溢れ出してしまう避難者をシュミレーションで算

出しました。すると数千人規模の人達が溢れ出してしまいます。避難場所というのは固定

的です。特に都心というのは、もう新しい避難場所を建てる余地がないわけです。しかし、

人はどんどん増えて、分布を変えます。このように、公共施設の固定的な性格、そして人

間の流動的な性格、これらの重ね合わせでミスマッチが起こります。そもそも札幌市の避

難計画というのは昭和４０年代に作られたものを基本としています。都心の避難場所を大幅

に増やす減らすというのは簡単にできません。しかし、人は簡単に分布を変えます。その
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ミスマッチによって、地震が起こった時に大きな被害がもたらされます。さらに申し上げ

ると、石狩低地東縁断層帯というのがございまして、そこが動くと大地震が札幌市でも起

こるという可能性が指摘されています。地震の危険性があって、地震が起こった場合に避

難場所が圧倒的に足りなくなるということが、人口の都心回帰で心配するべき点じゃない

かと思います。

次に、札幌市は寒冷地の特徴として非常に広い泥炭地がございます。泥炭地っていうの

は一種スポンジみたいなところでして、植物が腐らずに溜まったところです。瞬間的には

硬度を保つのですが、長い間重い物を乗せておくと地面が沈み込んでいきます。例えば泥

炭地に作った道路というのはぐっと沈んで、ちゃんと造った橋の間にこうやって歪みが生

まれます。このような泥炭地というのは、大きな建物を建てる上で注意が必要です。最近

の特徴で見ると、２０００年から２００５年の間に、この泥炭地に高層住宅が作られています。札

幌市ではマンションの売れ行きが、去年の７月頃から鈍りはじめました。これは、今マン

ションを買える所得層が少なくなり、もっと売るためには、対象とする所得層を下げなけ

ればならず、そのために安いマンションを作らなければいけないということが背景にある

と思います。安いマンション作るのにはどうするかというと、泥炭地のように地価の低い

場所で開発計画を立てることがあるかもしれません。そういうところにマンションが建っ

た場合に、社会的脆弱性というものを札幌市は抱えることになるかもしれません。ですか

ら、少なくとも今からモニタリングして将来に備えることが必要だと思います。

全体の結論として、建物で見ると変化傾向というのは昔から続いておりますが、人口か

ら見ると人口の都心回帰といわれる現象が起こっている。この２つをもって都心の回帰が

説明できると思われますが、それは社会的な脆弱性を増大させる可能性があるということ

で結論とさせていただきます。どうもありがとうございました。

●質疑応答

司 会： どうも橋本先生ありがとうございました。それでは、また質問があればいただきたいと

思いますが、どなたか。

会場Ｄ： 因子分析のところで、因子を最初の方では５つくらいでしたっけ？次の人口のところで

第４因子まで抽出されていましたけれども、その時の寄与率みたいなものをですね、それ

が最初のですと５つ足して５０％くらいですか、そういう感じになるんでしょうか？

橋 本： はい、そうことです。

会場Ｄ： それの前に、要するに説明を聞いているとよく理解できた面もあるんですけれども、全体

の説明力というのは半分程度ということになりますよね？要するに５つの因子ではね。そ

の他というのはどういうようなことになるのかなと。

橋 本： その他は、なにしろ地区が多いものですから、いろいろ固有のものを持っているところ

が多くありまして、特に次の因子としてもう一つ加えると事務所併用住宅が出てくるんで
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す。次を加えると飲食店併用住宅、そういう形で残りのものは大体同じくらいのパーセン

トで１００％近くなります。これは普通の相関行列から固有値を算出するという因子分析では

なくてですね、これは私２０年くらい前にいろいろと試した手法でございまして、ノルムを

統一した中から固有値を抽出するという手法を取っております。データを二乗和基準化、

つまり各列を二乗して全部たすと１になるというふうにノルムを整えた上で、その積和行

列から因子を抽出するというふうな方法がございまして、それをやっているんです。今回

使いましたように、下限が０として設定されている行列では、多少説明率を上げるよりは、

両極因子を防ぐということを考えまして、それを適用したということなんです。

司 会： 他にございますでしょうか。

小 林： この空間構造は都心部から JR沿線や地下鉄沿線に業務施設が拡大していくと。他方住居

の方は都心部へという、ちょうど均衡しているというお話ですね。その業務施設というの

はオフィスですか。

橋 本： はい、主にオフィスです。

小 林： ほとんどオフィス。つまり地下鉄やなんかの沿線という。

橋 本： はい、少し説明させていただきますと最新のデータではこれがオフィスだということは

分かるわけです。しかし、８０、８６、９１年のデータに関しては、いくつかの用途が一つにま

とめられておりまして、おそらくオフィスであろうということしか申し上げられないんで

す。

司 会： 他にどうでしょうか。ありましたら全体の意見交換のところでお願いしたいと思います。

先生どうもありがとうございました。
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（本報告に関係する資料は、７３ページ以降に掲載。）
「地方中小都市・室蘭市における高齢者共同住宅に関する研究」

司 会： それでは後半の「地方中小都市・室蘭市における高齢者共同住宅に関する研究」という

ことで、室蘭工業大学の大坂谷先生、よろしくお願いいたします。

大坂谷： ご紹介にあずかりました室蘭工業大学の大坂谷と申します。橋本先生のお話を聞いて、厳

密な研究をしているなと思いました。私たちが助成を受けて行った研究は必ずしも厳密性

がありませんので、その辺どうかなって、違いを感じました。それから札幌の都心部では

人口があまり増えすぎると、冬に地震が起きた場合、避難場所が確保できないということ

が印象的でした。室蘭のような地方中小都市で、人口減少と高齢化と少子化の３つが同時

進行していると、何とか人口を増やしたいと、市もいろいろやっているのですが、なかな

か名案がない。人が集まると、こんなに問題があるということは、ある面では非常に羨ま

しい悩みと思いました。６％程度の危険性どころか、１０％の危険性があっても良いから、

人がもっと来てほしいというのが、室蘭のような地方都市の本音じゃないかと思います。

現在、室蘭の高齢化率は２８％ぐらいになっています。そして、人口も１０万人を切っていま

す。一方、小さい子供達、０歳～１４歳ですかね、そういう幼少人口も減っていて、小中学

校の統廃合が毎年のように進められている状況です。

先程、札幌は若い人が来ては出ていく、その繰り返しのような話を聞きましたが、札幌

に入って来たら出て行かないで、そのまま札幌に残っている人も結構います。札幌のこれ

までの人口増加は、若い人が中心だったと思います。しかし、これからは、札幌の人口は

やがて頭打ちになるとともに、むしろ高齢者が増えていくと思っています。札幌に入って

来る人は、高齢者が相対的に多くなっていくように思います。私は室蘭に１９９１年から１８年

ほど住んでいますが、元々は両親とともに札幌にいました。札幌に高齢者が入って来る。

それはどうしてか。室蘭で良く聞く話として、「老夫婦が二人とも健康なうちは室蘭にいよ

う、だけど片方が加齢によって体調が優れないとか、介護が必要というようになると、ど

うしても老夫婦だけで生活するのは大変。」そういう事情で、娘夫婦がいる札幌市白石区に

引っ越した知人がいます。都市計画の仕事をしていると、そういう話を聞くことが結構あ

ります。これからも、札幌に若い人が入って来て出て行く、そういうことは依然としてあ

ると思います。

しかし、室蘭とか網走とかですね、札幌に通えないようなところから札幌に高齢者が入っ

て来る。滝川から札幌にタクシーで通院と偽装して捕まった人もいますけれども、それは

例外です。稚内とか留萌で生活が困難になった場合、娘夫婦がいるとか、息子が札幌にい

るという理由で、高齢者が札幌に入って来るような時代になると思いますね。ただ、北海

道全体の人口が減っていれば、そうした人たちが入って来ても札幌の人口はそれほど増え
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ないかもしれません。室蘭では、人口が１０万人を切り、活力が低下している。そこで、何

とかならないかと言われます。でも、そんな良いアイデアがあれば、とっくに行われてい

るはずです。基本的には日本全体の人口が少しずつ、もう２００４～２００５年をピークに減り始

めている時代に、室蘭だけ人口を増やしてくれというのは、虫の良い話で、そうは簡単に

はいかない。人口が少しずつ減っていく中で、ある程度良い生活環境が維持できれば良い

のではないか。そのためには先程の札幌の例ですと、人口密度があまり高くなると災害時

の避難場所が確保できなくなると話でしたが、中小都市一般で言えば、人口密度がかなり

低い市街地がだらだらと広がっていることが、いろいろな問題の原因になっている。そん

なふうに考えています。

そこで、一番難しいことは何かと言うと、室蘭の場合、立地の良いところに新日鐵など、

大企業の遊休地があることです。「そういう遊休地に共同住宅を建てて、冬はタクシーも登っ

ていけないような斜面の住宅に住むことはやめて、共同住宅に来て下さい。」と、事あるご

とに言っています。しかし、「長年住んでいたところに愛着があり、今のところにずっと住

んでいたい」と言う人が必ず大体半数以上います。いろいろな場で話していると、３分の

１程度は「買物や通院に便利なところに住みたい」と言います。大体そんな感じですね。

半分ちょっとの人達が、今の住宅にずっと住み続けることを望んでいます。

それはそれで結構だと思いますが、それはあくまで老夫婦二人ともに健康で介護が必要

ないとか、寝たきりにならない、二人とも元気な時であれば可能だと思います。ところが

どちらかが加齢、年を重ねていって健康でなくなったら、ずっと住み続けたいと思っても

現実には難しい状況になると思います。そういう場合には、施設に入ったり、病院に入っ

たりすることになります。子供さん夫婦がいる医療施設等の充実した札幌市に行くとか、

そういう選択をせざるを得なくなって、斜面の住宅地はかなりの数の空き家があります。

買い手がいるかと言えば、人口が減っているようなところで、高齢化も進んでいるような

ところでは、買い手がいません。今、住んでいる家の買い手がいないことが、住み替えを

難しくさせている原因の一つです。

そういう意味では札幌の場合、都心部ですと既にいろんなものが建っていて、新しい避

難場所が作れないという話が先程ありましたけれども、地方都市に行くと、その辺はあま

り心配はなくて、中心部でもスカスカです。助成研究は、そういう空き地に高齢者向け賃

貸共同住宅を建てて住んでもらおうということです。地価とか、建設単価とか、共用部分

と専用部分の割合とか、そういうデータを入力すると、平米あたりの家賃が簡単に計算で

きるモデル、例えば２４平米の１ K タイプだったら月額家賃がいくら、それからもう一部屋

多い約４０平米だったら家賃がいくらになるか、簡単に計算できるモデルを作成しました。

借入金の金利や償還期間も当然、入力データになります。あとは土地を全面買収するのか、

あるいは定期借地権でするか、それで家賃が変わってきます。共同住宅を建てる場所によっ

ても変わってくる。いろいろな条件、１０くらいの条件をインプットすれば、月額家賃が計
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算できるようなモデルを作って考察をしたのが助成研究の内容です。

函館方面に行く路線と室蘭方面（室蘭駅で行き止まり）との分岐点になっていて、特急

が止まる駅が東室蘭駅です。東室蘭駅周辺地区では、新しい自由通路や主要道路のバリア

フリー整備が行われました。実際にバリアフリー整備を始める前に「バリアフリー整備構

想」を作ります。その前に実態調査を行う必要があります。私ども研究室が実態調査を担

当しました。それからほぼ１０年くらいです。新しい自由通路が平成１９年４月に開通しまし

た。古い自由通路は、階段しかありませんでした。階段は４６段で、踊り場が途中に３箇所

くらいありました。新しい自由通路は、通路の幅も広くなり、自転車も一緒に乗れる大型

のエレベーター、上りのエスカレーター、下りのエスカレーター、停電で止まった時のこ

とを考えて、階段もあります。全国でも福岡県の福間町に次いで二番目に早く、市では最

初に「バリアフリー整備構想」の認定を受けたので、優先的に補助金が付いたと思います。

翌年の平成２０年３月、新しい自由通路に対応して、JR北海道が、工事を進めていたホー

ムとコンコースを結ぶエレベーターが完成しました。東室蘭駅には、島形ホームが２つあっ

て、１つは長万部・函館方面に行く列車が使うホームです。もう１つは室蘭方面に発着す

る電車やディーゼルカーが使うホームです。本当は自由通路の開通に合わせて、ホームの

エレベーターができれば一番良かったのですが。１年遅れになりましたが、今では車椅子

の人も自由通路の出入口からホームまで行くことができます。ただ、車椅子の人が自力で

スーパー北斗に乗れるかというと、車両とホームの間に段差があるので、乗れません。駅

員が車両とホームの間に板を渡して介助しています。平成２０年３月にホームとコンコース

を結ぶエレベーターができ、８月にパークアンドライド駐車場ができました。１１月には道

南バスの市内線が駅前広場に乗り入れました。歩道や交差点がバリアフリー化されていな

い道路がまだ少し残っていますが、大体、事業は終わりになっています。

そこで、研究室として、バリアフリー整備をした後、東室蘭の町にいろいろな変化があ

るようなので、調べてみようということになりました。バリアフリー整備が始まる１０年前

の住宅地図と、平成２０年の３月末に発売された住宅地図を比べて、町の変化を調べていま

す。それから、４月以降に建ったマンションもありますので、学生が歩き回って現地調査

をしています。東室蘭駅には、東口と西口がありますが、両方合わせて２０棟くらいの賃貸

マンションが立地しています。室蘭には病院と名の付くものが７つあります。そのうち東

口側に大河原病院と上田病院の２つがあります。西口側に新日鉄病院と精神科の三村病院

があります。東口側にポスフールがあって、西口側には長崎屋中島店と丸井今井室蘭店が

あります。丸井今井はなくなりそうな感じがしていますが、今のところは存続しています。

室蘭・登別・伊達の３市で、「室蘭圏都市計画区域」という一つの都市計画区域になって

います。札幌とか東京と比べると、それほど便利かという疑問が生じますが、室蘭圏の中

では東室蘭駅周辺地区（東口地区、西口地区）は、相対的に買物や通院の利便が非常に良

い場所です。そこに２０棟近いマンションがここ１０年ほどで建設されました。道路拡幅も絡
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んでいましたが、薬局さんがケア付き賃貸マンションを建設しました。室蘭のケア付きマ

ンション第一号は、母恋地区に完成した高齢者向け賃貸住宅「すずらん」です。母恋地区

は日本製鋼所の企業城下町と言える地区ですが、「すずらん」のすぐそばに日鋼記念病院が

あり、隣接して老人保健施設もあります。病院と反対側のすぐ近くには中堅のスーパーマー

ケット（食品を中心としたスーパーマーケット）もある。「すずらん」の立地場所はそうい

うところです。

室蘭の人口は確かに減っていますし、不便な斜面の住宅地では空き家が増えています。

元々の室蘭の中心だった中央地区、今でも市役所とか国や北海道の出先機関等がある室蘭

駅周辺がある中央地区では、空き店舗、空き家、非常に増えています。しかし、斜面の住

宅地に比べて便利なので、転勤族や住み替え希望者をターゲットにした賃貸共同住宅が建っ

ています。特に地方中小都市、もっと小さい３万人未満の市町村では、人口減少や衰退が

もっと深刻です。けれども、住み良い町にしていくことは、人口が減っていても、不可能

ではないと思っています。希望的観測かもしれませんけれども、ある程度の人口密度であ

れば、可能であると思っています。地方中小都市の中心市街地、駅前地区のようなところ

が多いわけですが、空き地が結構あります。そうした空き地に高齢者向けのケア付き共同

住宅等を埋め込むように建設する。都市計画の分野で「インフル型のまちづくり」という

言い方がされますけれども、そうした方法で共同住宅を増やしていけば、良いと思います。

共同住宅を増やして人口密度をある程度上げてやらないと、いろんなことが解決しないと

思っています。

北海道新聞夕刊（平成２０年１１月２６日）に、「札幌市内で賃貸マンションを高齢者向けに

転換している事例が続々と増えている」という記事が載っていました。「シーズネット」と

言って、高齢者向け共同住宅の情報を集めている NPOがあります。その記事には、「シー

ズネットの話では、２０００年に３０棟くらい札幌市にあった高齢者向けの共同宅が２００８年には

４倍の１２０棟くらいに増えた。」と書いてありました。僕らがシーズネットさんの協力を得

て、この助成研究をやっていた頃、道内では札幌市の他に旭川市にも高齢者向け共同住宅

がありました。その頃、室蘭市では第一号の「すずらん」ができたか、できないかくらい

でした。最近では帯広市にも高齢者向け賃貸住宅ができているという記事でした。

人を集めること、何とかして人を集めたいという話は、商店街の再活性化とか再生とい

う絡みで仕事の依頼で入ってくることが多い。空いているところに住んでもらう。住んで

もらうこと、消費者に店の近くに居てもらうということが、これから大事なことだろうと

思っています。商店街として、そういう努力をしていただくことが求められていると思い

ます。

室蘭で言えば、１９７１年のドルショック、７３年の第一次石油危機、７９年の第二次石油危機、

その時に第二次産業、主として製造業では、人員の合理化が進められました。最盛期に１

万人いた新日鉄の従業員は現在千人しかいない。１０分の１になっています。ところが小売
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業、私も飲み歩く方ですけれども、飲み屋さんとか、そういう業種の店が１０分の１になっ

ているかと言うとなっていません。半分まで減っていません。せいぜい３～４割減ってい

る程度です。何故かと言えば、昔の室蘭の中心だった中央町の商店街は「２種兼業」が少

なくないからです。旦那さんは市役所職員など、別の仕事をしています。２種兼業農家は

「三ちゃん農業」といって、おじいちゃん、おばあちゃん、おかあちゃんがやっている。

室蘭の場合、昔からの商店街はどういう状況かと言えば、旦那はちゃんと他のことをやっ

ていて、おじいさん、おばあさん、おかあちゃんが店を細々と続けている。そんな状況で

す。

それから金は持っています。アパート経営などで、かなりの収入を得ているから、店の

方は開店休業でも困らないというような状況です。でも、中央町にも何とか３棟のマンショ

ンが空き地に建ちました。商店街が努力したわけでもないですけれども、ある程度大きな

空き地を買ったマンション業者が３棟建てた。３棟建てば、近くの商店街に歩いて買物に

来てくれる人もいるということです。共同住宅ができること、ある意味では消費者が近く

にいてもらうことが、商店街にとって一番大事なことだと思っています。札幌市のような

大都市ならともかく、地方中小都市では専用店舗化して商店主自らが住んでいないような

まちは良くない。「地方中小都市であれば、商店主自ら住みなさい。」と言って回っていま

す。自ら住まないで「他人に来て下さい」と言っても、それは虫が良い話で、自分達が住

まないようなところで商売が再生するわけもない。そんなふうに思っています。そういう

中で、高齢者向け共同住宅は、人寄せパンダにもなるし、やっぱり人が張り付くことで人

口密度が上がり、例えば、ロードヒーティングにするにしても、人口密度があまりに低い

市街地では効率が悪くてむずかしいと思います。隣の伊達市が道外からの移住政策を一生

懸命やっていますけれども、「健康なうちは伊達市も良いと思いますが、健康でなくなった

場合はどうするのかな。」と疑問に思っています。

北海道の主要都市の人口１０万人当たり医師数を見ると、札幌市、旭川市、室蘭市がほぼ

同数で上位にあって、４位以下とは圧倒的な差があります。札幌市には北大医学部と札医

大があります。旭川市には旭川医大があります。室蘭市は医大がありませんし、人口も１０

万人を切っていますが、３つの総合病院があるからです。最近、フェリーの撤退とか暗い

話題が多い室蘭ですけれども、僕は工業や港も良いのですが、３つの総合病院の存在を市

内外にもっとアピールして、医療や福祉の方を表看板にしていけば良いと思っています。

僕は２４日夜、タイのバンコク国際空港から飛行機に乗って２５日の朝、中部国際空港に着

き、昼過ぎに室蘭に帰宅しました。当初、２５日夜の便も考えていました。しかし、今日の

準備も考えて２４日の便を予約しました。もし、２５日の便を予約していたら、バンコク国際

空港が閉鎖（反タクシン派による占拠）されたので、帰国できませんから、ここに立つこ

ともできなかったことになります。運良く帰国できて、良かったのか、悪かったのか、よ

く分かりません。
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準備不足のため、非常に雑ぱくな話になってしまい、申し訳ありません。

ご静聴、どうもありがとうございました。

●質疑応答

司 会： 先生どうもありがとうございました、お疲れのところ。ご質問またありましたら受けま

すけれども。どうでしょうか。

会場Ｅ： 先生の資料の中の、後ろから２枚目の所におまとめになっております、入居者の家賃支

払能力から見ても高齢者共同住宅は十分成立すると。おそらく民間の、例えば伊達の安心

ハウスのように、そういうようなことも頭に想定されるんですけれども、２ページをめくっ

て表１３を拝見いたしますと、上から５つ目、６つ目、７つ目のところに、公的福祉施設に

比べて将来的に不安がある、これを公的な共同住宅というふうに仮に置き換えて、旭川で

お作りのように公共の共同住宅ということに考え直してみると、依然として公共の建物が

安くていろいろ安心であるというニーズが読み取れるのではないかと思います。そういう

意味では、ここでどのような基準で選んだら良いか分からないのでということが５０人いらっ

しゃいますけれども、この今申し上げた３つを公的福祉施設に比べて不安があるというよ

うな感じで括ってみると、ここのニーズがこの高齢者住宅に対する不安として大きく出て

くるんではないかと思うんですね。大坂谷先生の場合は、その点公共の共同住宅というよ

うなものには特に重きを置かず、ある種民間の方に、こうやったらどうだろうかというご

提案かと思うんですけれども、そこのところを先生はどのようにお考えなんでしょうか。

大坂谷： 確かに民間の場合、「実際に入居したら話と違う」とか、悪い例が報道される、悪いこと

が起きた場合に報道されるということがあります。普通に何もなければ、報道されないと

いうことがあると思います。確かに公的な施設は、「親方日の丸で安心」という意識がもち

ろんあると思います。ただ、室蘭市の現状で言うと、市営住宅にも相当数の空き家があり

ます。管理戸数４，８００戸くらいの中で３分の１近くが空き家です。空き家が多い市営住宅

団地は大体不便なところにあります。東室蘭駅東口に近い東町の市営住宅団地のように便

利なところは、空き室は全くありません。住戸面積が狭いにもかかわらず、全く空き室が

ありません。立地の良い場所であれば、公営住宅の方が安心できるということは確かだと

思います。不便な場所で空き家率が特に高いとはいえ、全体としても空き室率が高いので、

新たに市営住宅を建てることは、空き室が多いという現実への批判から、財政的にも、な

かなか理解が得にくいと思います。

司 会： よろしいでしょうか。それでは他にご質問ございますか。どうぞ。

橋 本： 先生のご研究というのは前から拝見しておりまして、私の学生も母恋の「すずらん」で

すとか室蘭出身の学生がおりましてそれで修論を書いたりしておりました。傾斜地で雪が

降って冬凍って非常に生活環境としては暮らしにくい、歩きにくいところではあるんです

が、それでも坂の上のほうに残る方と、それから町中の方に来る方がおられて、行きたい
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んだけど行けないという方以外にも積極的に残りたいという方もいます。これは残る方と

町中の方に来られる方、どういうところで分かれるんでしょうか。何かお話を伺えたらあ

りがたいんですけれども。

大坂谷： 正直なところ分からないですけれども、今の家にいたい人は、庭いじりとか、そういうこ

とが好きな人は、戸建住宅じゃないとできないという理由ですね。ペットの問題もありま

す。最近は、室蘭でも確かに民間共同住宅でペットを飼っているところが増えてきていま

す。原則禁止で、家主さんの了解を得られたら OK という共同住宅が多いと思います。僕

が住んでいるところもそうです。しかし、市営住宅はペット禁止です。そういうこともあっ

て、今の家にいたい人は、ペットを飼いたい、園芸をやりたい、いろいろな作物を作りた

い、そういう理由で、何の制約も受けない戸建住宅が良いと思っているようです。長年の

近所づきあいをあげる人もいます。傾向としては元気そうなおじいさん、おばあさんが多

いですね。しかし、先程、話したように、「二人とも元気なうちは大丈夫でしょうが、どち

らかが具合悪くなったらどうしますか。」と聞くと、「そうなったら、そうなった時に考え

ます。」という回答が多い傾向があります。僕自身もはっきり分かりませんが、「二人とも

ずっと元気でいられる。」と楽観的に考えている人や何も考えていない人が少なくないよう

です。ちょっと失礼な言い方になるかもしれないですが、そんな感じがしないでもありま

せん。

司 会： はい、ありがとうございました。それではまだあるかと思いますけれども最後のテーマ

が一つ残っておりますので、それを発表していただいてから、またあればご質問いただき

たいと思います。先生どうもありがとうございました。
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（本報告に関係する資料は、８１ページ以降に掲載。）
「コンパクトシティに向けた北海道主要都市における職住分布構造の再構築に関する研究」

司 会： それでは、専修大学北海道短期大学の桝谷先生ですけれども、テーマは「コンパクトシ

ティに向けた北海道主要都市における職住分布構造の再構築に関する研究」でございます。

よろしくお願いいたします。

桝 谷： ただいまご紹介いただきました、専修大学北海道短期大学の桝谷と申します。今回の助

成いただきたました研究につきましては、苫小牧高専の下タ村先生と室蘭工業大学の田村

先生の共同研究です。ごめんなさい、ここに正会員と書いてあるのは、多分都市計画学会

で発表したところをコピーして持ってきたので正会員と書いてございますが、３名連名の

研究ということでございます。

今回の研究の目的ですが、言わずもがなの部分もございますが、持続可能な都市の形成

あるいは環境負荷の軽減と、それと併せて人口減少、少子高齢化とこういった中で目指す

べき都市形成の空間像、あるいは都市構造ということで、いわゆる混合土地利用、あるい

はコンパクトシティとこういったことが言われております。

今回は結果としてはコンパクトシティ的な形を目指す中で、とりわけ働く場所と住む場

所、この位置関係によってどういうふうに全体的なエネルギー消費的なものが変わってい

くか、特にいわゆる通勤トリップ長がどう変わっていくのかということについて研究を行っ

てみたわけであります。

具体的な中身としては大きく、まず実際の北海道の主要都市を対象として働く場所と住

んでいる場所の規模及び空間分布に関して、いわゆる職住分布構造というものを計量的に、

あるいは視覚的に把握する手法を一つ考えてみようと。それと併せて、実際に働く場所、

住む場所を変えようとした時に、いわゆるどの程度通勤トリップ長が影響するんだろうか

と、そんなことについては実際に通勤交通行動と、いわゆる実際に住んでいる方々がどう

いうところにトリップ目的を持って働きに行っているかと、そういったことをきちんと押

さえた上でのトリップ長の推定を試みようと、大きくこの２つの研究を行っております。

ここで働く場所、住む場所という通勤交通でございますが、これは一昨年、第４回道央

圏パーソントリップ調査が２００６年に行われておりますが、そこで札幌の場合通勤交通、い

わゆる通常で言う朝方勤務地に行く方が一日のトリップの中の１５％、帰宅トリップを含め

大体一日３０％近くが通勤交通に消費されていると。そういったことから都市交通において

の主要なトリップを占めているという視点から実際に働く場所、住む場所の位置関係によっ

て、どの程度こういう消費が軽減できるんだろうかということについて、いろいろ考えて

みたということでございます。通勤交通、今何度も申しますように通勤交通というのが居

住地から発生する交通と従業地に集中する交通によって形成される。合わせてこれを通勤
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トリップ長というのが、今言いました職住分布構造ということと、通勤者が実際に住んで

いる場所がどういうところに、近い従業地を勤務としているか、あるいは多くの従業地を

勤務としているかという通勤交通行動によって変わってくる。こういう２つの視点から合

わせて考察したということでございます。

まず、実際に既存のデータを基に、パーソントリップのデータですが、働く場所と住む

場所の構造によって通勤トリップ長がどう違うんだろうかということで、ここでは居住地、

従業地の空間分布で、やはり通勤交通というものを考えた時の一つの大きなキーワードと

して、業務中心地区という CBDというのがある。こういったことも捉える中で職住分布構

造として、住む場所の分布はどうなっているか、働く場所の分布はどうなっているか、そ

してそのゾーン間の距離はどうなっているか、合わせて CBD間の距離はどうなっているか、

こういった３つの資料をベースにしていろいろ指標を考えております。これは実際今回の

調査対象にいたしました、いわゆる北海道でパーソントリップ調査が行われました５都市、

最近では帯広も行われておりますが、実際のデータで５都市の１０年次のデータ、札幌では

４回目入っておりませんが、過去の３回と合わせて１０年次のデータ、これを基にしていろ

いろ分析を行っております。

まず職住分布構造の指標としては、一点目は空間分布パターン的なものとして標準距離

だとか、CBDを意識した累積頻度分布曲線だとか、それから実際の、よくこういった分布

モデルとしてグラビティモデルというのがございますが、そういった相互作用ということ

で職住間流動指標という、こういう３つの視点で、まず実際に働く場所と住む場所の空間

分布によってトリップ長がどういう違うかということをちょっと考察してみました。セン

トログラフィだとかあるいは空間的分布パターンとかいくつかございますが、基本的には

点に重みがある場合の標準距離ということで、点に重みということは各ゾーンの発生量、

あるいは集中量はどの程度であるか、その重みをベースにして標準距離を考えたというこ

とです。これは実際の計算としてこういうような重心を求め、その重心からの距離を計算

してみましたということで、具体的にはこれは札幌の事例でございます。これは１９９４年の

第３回のパーソンですが、ちょっと見にくいですか、このあたりが実際の札幌の働く場所

の重心がゾーン５ですか。それからゾーン１が大通近辺で、この赤いところが居住地の重

心で、先程の標準距離求めると、働く場所はこのゾーン５を中心としたこういう半径です

よ、住む場所はこういう半径、この半径の広がりから重心を中心としてどの程度の広がり

で働く場所、あるいは住む場所が展開していくかと、こういったことを最初に求めてみた

ということです。

もう一つは、CBDをベースにして CBDを求めて、それから実際の働く場所、住む場所

がどういうふうな展開をしているかと、空間分布しているかということでございます。具

体的には私ども従来から累積頻度分布曲線というのをやっているわけですが、CBDからの

距離の順番に並び替えて累積比率を求めていく、ということで計算を試みております。こ

－３３－



れが札幌の事例で１９９３年、２回目のパーソンのデータですが、働く場所はゾーン１大通周

辺から、いわゆる２割近くが一極集中型で立ち上がってきている。一方で住む場所につい

ては、こういう CBDから５㎞以内で４０％程度、働く場所は６割程度ある。こういったこ

とが視覚的に分かる。もう一つは、先程ちょっと見せたこういうようなところの面積を求

めると平均距離が求めるということも、ちょっと理論的には確認はしております。

もう一つは、こういうゾーン間ということで、いわゆる発生と集中の比率と、ゾーン間

の距離、このサンメンションで流動指標というのを求めています。こういった３つの指標

をベースにしていろいろ考えたわけです。この場合、流動指標についての取り入れる値の

範囲というのはこういう範囲ですよということです。

改めてこれが標準距離札幌ですが、その他先程挙げましたこれが旭川、これが釧路、こ

れが室蘭、それからこれが函館ですか。それぞれ重心とあわせて働く場所、住む場所の標

準距離で円を描いております。この線の幅によって広がりが、働く場所と住む場所とでは

差があるかないか、そういったことと、特徴的なのは、やはり室蘭の場合で言うと、重心

の位置と合わせてこういった半径、重心の位置が当然違ってきて、他の都市であれば重ね

合わさっている形が、同心円的なものがちょっと違う、都市構造も含めて違ってくるとい

うことが視覚的に一つ分かりますということがございます。それを求めて実際に標準距離

というものを求めたものが、こういった居住地、従業地ということでございます。これが

１０年次のデータについて全て求めてみました。このデータを求めただけではなにも分から

ない部分がありますが、一つは横並びにしますと当然札幌の標準距離が大きいんですが、

都市規模に応じて大きい。もう一方では年次的に中心部から拡散しているというようなこ

とがこういったデータからも確認できるというところがございます。他の都市も年次毎に

やはり拡大していく。一方では、旭川の場合は住む場所はあまり変化ないんですが、働く

場所が拡散しているというようなところも、こういったデータからお分かりいただけるか

と。こういった旭川、函館、釧路に比べて室蘭が都市構造的にも違いがあって、こういう

標準距離が一つ大きな値を持っているというような都市構造的な、そういうのを含めてこ

ういったことで確認できるかと思います。

それからこれは CBDでございますが、それぞれのゾーン、都市毎に CBDを求めてそれ

からの累積を求めたということで、先程の事例で言うと、赤が札幌です。青が旭川。グリー

ンが釧路。やっぱり都市によって違っていくわけです。この差が大きければ大きいほど、

当然広がりが違ってくるということがこういった図からも確認できるかと思います。これ

が平均距離の値でございます。このあたりも先程の標準距離と同じように各年次毎に値が

大きくなっているということで、中心部から段々に郊外部に働く場所、住む場所を含めて

郊外化と言いますか、拡散しているという、広がりが示しているということがお分かりい

ただけるかと思います。

もう一つ、これは職住間流動指標ということですが、このあたりについてこういう数値
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が求まったということで、後ほど実際トリップ長との関係で確認いたします。値が段々小

さくなってくる。これは大きい方が、いわゆる働く場所と住む場所の一体性があるよとい

うことなんですが、札幌の場合段々小さくなっているということは、やっぱり働く場所と

住む場所の郊外への分散がこういった値を示しているのではないか。いずれにしても各都

市の値が低下しているということで、働く場所と住む場所の、全体的にトリップ長が増え

ているということが想定されます。

実はここで今求めた３つの指標とキーワードであります平均トリップ長との関係で、い

わゆる相関分析を行って、とりわけ相関係数の大きいところについて図表等も作成してみ

ました。これが一つが居住地に対する標準距離と平均トリップ長ということで、当然標準

距離が大きくなれば、いわゆる先程の半径が大きくなると、トリップ長が大きくなってき

ていると。これは道内の５都市に対する事例でございます。それから、ただ従業地につい

ては、札幌のデータがこの３つでございますが、他の地方都市とはちょっと傾向が違うの

で、ここは回帰は特に求めておりません。

あと、CBDをベースにした時の値でございますが、これもやっぱり従業地については都

市規模等において必ずしもリニアではございませんが、ただ居住地については CBDをベー

スにした場合でも、やはり CBD等のここからの広がりによって、当然平均トリップ長は大

きくなっているというようなことがデータ的に確認されると思います。

これが先程求めた職住間流動指標ということで、逆に職住間流動指標の値が段々大きく

なってくるとトリップ長が段々低下してくるとこういうことがございます。こういった既

往の都市のデータを基にした、パーソンのデータですが、データを基にしてこういった分

析をすることによって、今後、この後お話しますいわゆるコンパクトシティなり、働く場

所なり、住む場所を変化させることによって、どの程度トリップ長が減少することが可能

かと、こういったことが過去のデータの回帰式等を基にして一つ推定することが可能では

ないかということが一つこの研究の特色かと思います。

それから次は、職住分布構造再構築、実際働く場所、住む場所を移転させることによっ

て通勤トリップ値がどの程度変化するんだろうか、あるいは基本的には減少させることが

可能かと、こういったことについて居住地及び従業地立地量と合わせて３点試みたわけで

ございます。ここで大きく３つのケースについて行なっております。働く場所、住む場所

両方とも変数にした場合、片方だけを変数にした場合、一定にした場合、こういった３つ

のケースを行なっております。この時に、先程申しました通勤交通行動という実際に働く

人がどういうところを目的地に働きに行っているかと、住んでいる方がどういうところへ

行っているかということで、これは数年来我々が研究してきたもので、プリファレンス曲

線という、こういう分野でストファーの介在機会モデルというのがございますが、そういっ

たものをベースにして研究した結果、札幌も含めて主要都市、北海道主要都市、それから

諸外国等のデータにおいても、各ゾーンの実際の通勤交通行動につきましては、選考曲線
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については二次曲線でカーブフィッティングできるといったことが確認されております。

こういうことを基にして各ゾーンの通勤交通行動、いわゆる住んでいる人がどういうゾー

ン、働く目的地に行っているかということを、こういう曲線をベースにして分析を行なっ

ているというのも、この一つの研究の特色でございます。これは基本的には、こういう通

勤 OD表の各ゾーン毎の列ベクトルと集中交通量に対する列ベクトル、この関係でこうい

う曲線を描くという一つの簡単な事例をちょっとお見せした次第でございます。これがい

ろいろな地方、札幌、函館の事例でございますが、先程５都市についておこなっておりま

すが、全てこういった二次回帰で確認はされております。

こういうことを踏まえて、最適職住割当問題というのがございまして、その問題の中に

各ゾーンの通勤交通行動は二次曲線をベースにして動きますよということでモデル式を提

案してございます。こういったモデル式を提案した上で、各ゾーンの立地量の可能量、実

際に新しく住む場所、働く場所の立地量を一応パラメトリックに変換させながら、それに

よってトリップ長がどのように変化していくのかということについていろいろ計算してお

ります。最初の段階ではこういう平均トリップ長ががくっと下がるんですが、立地可能量

を増やしても大きな変化はない、あるいはパラメトリックの値によって、ちょっと変化す

るよということが確認されております。これは従業地の立地を変化させた場合とか、ただ

住む場所だけを固定して働く場所を変化させても、もうあまりトリップ長の軽減にはあま

り影響ないよ、というようなことがモデル計算等では確認しております。

一方では、働く場所を固定して従業地、いわゆる居住地を変化させた場合については、

従業地の変化に比べてちょっと大きい変化がありますよと。こういったことから先程の資

料等の関係も含めてそうなんですが、こういうコンパクトシティも含めて、職住分布構造

を考える場合であれば、やはり住む場所をいかに郊外から、街中も含めて、シフトさせる

ことによってトリップ長の減少程度が大きいかということが、こういった数値計算等でも

確認しております。

それから、これは先程の２つの結果を一つの表にまとめたもので、こういったところか

らも住む場所を変化させることによっての大きさの違いがご確認いただけるかと思います。

こういったコンパクトシティも含めて、いろいろ働く場所等を変化させる中で、やはり

一番大きな問題は実際にそういったことが可能かどうかということと、実際そういう働く

場所なり住む場所というものを移転させることは相当なエネルギーがある。もちろんそれ

によってトリップ長は減ることができますが、トリップ長を減らせる一方で住む場所、働

く場所を移転させることのエネルギーも相当あるだろうと、その方がひょっとしたら大き

いかもしれないというような指摘がある中で、実際再構築に伴うエネルギーということで、

移転量との関係で実際にトリップ長がどういう程度減少させるかということを、今までの

計算を基にちょっと確認したところでございます。これは先程のパラメトリックに変化さ

せたものの実際の移転量について数値的に求めたと。
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これが実際に総トリップ長と平均トリップ長の関係で、これは札幌の事例です。これは

函館の事例でございますが、移転量、当然総移転量を増やせばトリップ長が減少してくる。

函館の場合のケースでございます。これは札幌、旭川、函館、釧路について求めたところ

でございます。当然オーダー的に札幌と他の中央都市は違うわけで、このままではどうし

ようもないなということで、ちょっと考えあぐねた結果、総移転率ということで実際の移

転量と総トリップ数に対する移転量と平均トリップ長比率ということで、どの程度減少で

きるかということで、４つの都市について合わせるとこういったリニアな関係ということ

で、これから、例えば２割程度移転をさせることによって平均トリップ長は１割くらい減

らすことができる、あるいは逆に２割も減らすためには半分近く街中の移転をさせなきゃ

ならない、というようなことがこういった既存のデータの数値計算から確認されていると

いうことで、このあたりが移転量は実際どの程度可能であるか、あるいはどの程度のトリッ

プ長を減少させる必要があるかということから移転率との関係を確認できるのかなという

ふうに思っております。

これについては今度移転量と働く場所についてでございますが、これについても働く場

所だけを変えようとした場合でも多少の変化がございますが、一方で住む場所、いわゆる

働く場所を固定して住む場所を移動させた場合でございます。これは２つの図を合わせた

ものですが、このあたりでやっぱり働く場所を変化させるよりも住む場所変化させた方が

トリップ比率と言いましょうか、減少程度が少し大きくすることが可能だということがこ

ういったデータからも確認されております。これはいくつかの事例でございます。札幌で

実際に働く場所、住む場所も含めてどういうところにゾーンを移転させているかといえば、

いろんなケースの場合で、郊外のところは減少させた方が良い、当然中心部については増

やした方が良いよと、周辺部についてはケースによっては増えたり減ったりするというこ

とが実際の事例として確認されております。これは函館の事例でございますが、函館の場

合であればゾーン３つ程度ですが、ここが絶えずどういう計算でも増やしたほうが良い。

周辺部増やしたり減らしたり、郊外部は減少させる。こういったことが都市毎に一応濃淡

図等で作成はしております。

まとめとしてでございますが、以上こういった大きく２つのテーマについておこなった

わけでございますが、一つはこういったセントログラフィも含めた３つの指標について開

発して、実際のデータとの確認を行った。そういった中で、線形回帰式的なもので職住分

布構造の変化に伴う通勤トリップ長を指標によって推定することが可能なのかということ

と、通勤トリップ長の減少を図るための居住地、あるいは従業地の再配置を中心とした職

住分布構造ということで、いわゆる先程申しましたように、働く場所、住む場所を移転さ

せることによってどの程度トリップ長が減少できるかということを既存のデータ等から一

つ確認できることが可能かなということを考察しております。

それからもう一つは、先程申しました通勤交通行動ということでプリファレンス、組み
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込んだ問題定式化の中で、この中でも居住地の移転が平均トリップ長に大きな影響を及ぼ

すということを改めて確認できたということと、総移転の総トリップ数に対する移転率と

平均トリップ長、この中に一つの回帰式を確認することができたということがございます。

それと併せて、実際問題としてやはり環境負荷の軽減、あるいは職住分布構造の再構築を

図ろうとした時には、相当量の新規の建設移転、このあたりの相当なエネルギーが必要で

あろうということと併せてコンパクトシティではないですが、中心部ゾーンでの立地増加、

郊外部ゾーンの減少ということも改めてこういった数値計算で確認できたところがござい

ます。

今後の展開としては今行っているのは、通勤交通の場合、いわゆる無駄な通勤あるいは

ウェーティフル・コミューティングというような言葉もございますが、そういったことを

作業するためには職住割当パターンを住む場所、働く場所を変えるだけではなくて同じ住

んでいても働く場所を変えるというようなことも含めて職住割当パターン、こういったこ

とについての入れ替えによってもトリップ長を下げることは可能だと、そういった視点か

らも併せて今後更に考察を試みていきたいと思っております。時間的に十分確認していな

いところがございますが、以上で発表を終わります。

●質疑応答

司 会： どうも先生ありがとうございました。短時間で本当に申し訳ございませんでした。また

ご質問いただきたいと思います。

橋 本： 丹念に計算させた非常に内容の多い発表をお聞かせていただいてありがとうございまし

た。大変興味深く伺わせていただきました。この研究のデータ自体のお話ではないんです

が、実際今こういう都市モデルなんかを考える場合、同じような研究、私の地理情報シス

テム学会とかでもしているんですが、単一核を前提とされて先生ずうっと研究されていま

すけれども、多核心のモデルというものも考慮する必要があるんじゃないかと。というの

は、実際の生活圏は別として、行政域と単一核の構造というものを今必ずしも合わせられ

なくなってきている、特にこれだけ合併その他が出てまいりますと、行政域というのと都

市のモデルと違ってくる。先生のこのご研究を多核心の方に拡張させることが可能なのか

という話と、もう一つ、その多核心を前提とすると、今度はコンパクトシティに向けての

考え方というのが半径の縮小というよりも、むしろ例えば都心に住んでいる人が郊外に行

く、郊外に住んでいる人が都心に行くとそういう職住のミスマッチ、都心に住んでいる人

は都心で働く、郊外にいる人は郊外で働くと、そういうミスマッチをなくして、そういう

形にするのが望ましいと思うんですが、その辺まで考察がいけるのかどうかお聞かせいた

だけるとありがたいです。

桝 谷： どうもありがとうございます。ご承知の通り札幌の場合、街中が約２０％今ちょっと減っ

て１８％くらいだと思うんですが、いわゆる一極集中型で。ところが旭川の場合ですと中心
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部に２つのゾーンが大体１０％くらいの２つあったり。それから函館の場合ちょっとお見せ

してなかったんですが、ご存じのように五稜郭の部分と駅前ですか、２つがあるというこ

とで、そういう面の一極集中じゃない部分、だから CBDではちょっと地方によっては１０％

くらいのが２つくらいあるという形があるんです。それが多核かどうかはあれなんですけ

ど、たぶん先生がおっしゃっているのは、こういったいわゆる市町村の統廃合、合併に伴っ

て、函館も例えば周辺市町村で５市町村くらいで合併しておりますね。そうするとこうい

う一つの函館以外にも周辺市町村でそれぞれの点がある。そういったことに対しても分析

できるかというふうに捉えて良いですか。

橋 本： そういうこともそうですし、北海道から離れて、私博士論文が東京大都市圏の多核化の

進展というふうなことで書いていたものですから、こういう大都市圏レベルの研究にまで

そういうものがいけるのかという。

桝 谷： 実は大都市レベルで言いますと、東京を対象として、まず通勤交通行動についてはプリ

ファレンス曲線というのを確認しております。これはパーソンのデータじゃなくて国勢調

査をベースにして、関東地方については確認はしております。そのあたりが今のお話しし

た標準距離的なものが、そのままスライドできるかというところについては、ちょっとま

だそこまでは進んでいない。今はまず重心を求めて、それから広がりがどうなっているか

という、ただこの重心も同心円でやっていますので、実際先程の室蘭の事例のように、多

分横に長いような、いわゆる扁平の形だと思うんです。それはちょっと算数的には難しい

部分があってまだやっていないんですが、そのあたりも、もうちょっと都市構造、特に釧

路だとか室蘭のような横長の都市、そういったことの形がどうなっているかはちょっと探っ

てみたいなとは思っているんですが、実はこういった関係の論文でも、今先生と同じよう

なご指摘でですね、こういう多核的なものに適応できるのかという、ある論文に投稿した

時にご指摘を受けたのは確かで、それは正直今のところまだ宿題になっているところはご

ざいます。ただ基本的なベースとして、特に通勤交通行動等については、これは北海道、

それから実は共同研究でオーストラリアの方ともやっているんですが、そういうオースト

ラリアとか諸外国でも２次曲線のカーブフィッティングについては確認はされております。

橋 本： 多核心を前提にすると、今度は通勤距離を減らす増やすというよりもミスマッチ、つま

り都心が郊外へ行く、郊外に住んでる人が都心に来るっていうのを都心は都心で働けるよ

うに、郊外は郊外で働けるようにというふうに、そのミスマッチを解決することがコンパ

クトシティに向ける解決策だと思うんですが、そのへんまでの考察というのは。

桝 谷： まだそこまではやっていない。今コンパクトシティでも、いわゆる街中に全部集めるん

じゃなくて例えば富山のようにライトレールに沿った形で沿線に住まわせる、あるいは先

程先生のご研究の中でも地下鉄の駅の周辺に皆さんが住み始めてきたというような、そう

いった意味のコンパクトということで、一極の一つじゃなくて多核的なところのコンパク

トでいうことの視点も必要なのかなというふうには思っています。そのへんまだちょっと
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考察まで含めてしていないということは事実でございます。

橋 本： ありがとうございました。

司 会： どうもありがとうございました。他にございますか。

会場Ｆ： 今質問されてました橋本先生にもちょっとお尋ねしたいんですけれども、それから桝谷先

生と両方なんですけれども、コンパクトシティという概念をどのように想定されているの

か。一極集中なのかネットワーク型なのか。昨今、特に行政に近いサイドでは近い将来少

子高齢化でそういう時代が来るだろうということで非常に現実的な問題と認識して検討さ

れているんですが、ちょっとそのへんのところ基本的なところをお教えていただけないで

しょうか。

桝 谷： 私の場合は単純に、やはり街中に、郊外から街中に移転させることによってどの程度エ

ネルギー消費が減少できるんだろうかというような視点のコンパクトシティということで、

先程ちょっとお話しました、例えば JRだとか地下鉄だとかそういう沿線にどういうふうに

張り付かせるようなコンパクトシティもあるかと思うんですが、そこまでちょっとまだ考

察を深めていない。どちらかというと一極集中的なところを集めたらどうなるかというと

ころのレベルを今やっているというような状態でございます。

橋 本： 私の研究は必ずしもコンパクトシティは関係ないんですが、今先生がおっしゃられたよ

うに職場と居住地の間を移動距離を短くして市街地全体を小面積、小さな面積の中でその

移動が済むようにしていく。これがコンパクトシティの一つの考え方であろうと考えます。

司 会： どうもありがとうございました。他に質問ございますか。もう次の意見交換の方に入る

のかなと思いながら聞いておりましたけれども、ちょうど予定より５分くらいの遅れで、

順調に進んでおります。したがいまして、一応質問はここで打ち切りまして、お二人に対

する質問となると意見交換の方が良いかと思います。桝谷先生どうもありがとうございま

した。
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●全体質疑応答

司 会： それでは今申し上げましたとおり残りの時間、小林先生をコーディネーターにお願いい

たしまして続けていきます。舞台を作りませんので非常に議論がしづらいと思いますけれ

ども、少人数ですのでこのままで進めていただきたいと思います。それでは先生、よろし

くお願いいたします。

小 林： 時間も限られていると思いますので、早速ディスカッションの続きをさせていただきた

いと思います。それで４つのテーマがあったのですが、後の方から逆に、今ホットな議論

が出たばかりですので、そこら辺から私からちょっと最初に話題提供させていただきたい

と思います。

今のコンパクトシティを巡る議論って大変多くの関心を呼んでいると思うんですが、私

のことを申し上げると、私は経済学なんですね。そこですぐ最適であるとか均衡であると

かという概念が用いられるんですけれども、そこで今、最適という概念をここに当てはめ

て考えてみると、今の桝谷先生のご報告では、多分エネルギー消費を最小化するような職

住の分布構造をどうもっていったら良いかとかいう議論に繋がると思うんですね。それを

経済の論理に当てはめて、昔から都市の最適規模をめぐる議論っていっぱいあったと思う

んです。最小コスト、つまり行政コストを最小にするような都市人口規模であるとか、い

ろんな種類の議論ってあったと思うんです。

しかしもう一つ抜けているというか、つまり経済学ですと収入と費用があって、その差

の利潤を最大にするというのが普通経済の論理の方ですね。ところが今までの都市の最適

規模めぐる議論の中で、収入にあたる部分というのがあまり出てこないわけです。出てこ

ないというのは、こないわけではないんですけれども、実を言うと、どうして人は大都市

に住みたがるかというと大都市の方がやっぱりいろいろ楽しいことがいっぱいあるからで、

言ってみると居住による効用っていうのがあるわけですね。そしてそれを企業に当てはめ

ると、これが収入になるわけです。

他方、今度は都市規模とコストの問題で出てくる。どちらかと言うと、大都市になるほ

ど楽しいこといっぱいあって、効用も大きくなると、他方しかし大都市化するほどコスト

も大きくなると。丁度どっかで最適なところがあるかというような議論の立て方は、経済

の論理からすると割としやすいんです。だけど実際にはその効用の方が計れないものだか

ら、人々の選好であるとか何とかいうのは、なかなか計れないものだから、そういう議論

は進まないですけれども。

つまり今までの議論というのは、例えば桝谷先生の議論ですとエネルギーの最小化とい

うようなところで、つまりコスト構造から最適問題を考えておられる。ところが他方では

住んでいる人の生活の満足度っていうのがあって、その部分というのはどうなるんだろう

と。大体職場と５分と離れていないところ住んじゃうと、こんなところ息苦しくて住んで

られるか、というようなことがありますよね。やっぱり２０分くらいは通勤に時間をかけた
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ほうが楽しいよっていうようなところがあって、その辺が都市の問題を考える時、どうし

ても抜くことはできない問題。どうしてもやっぱり大規模化する要素の中には、もう一つ

都市生活の楽しみだとかそういう部分があるだろうと。

そういうことをある程度念頭におきながら、しかしながら通勤の無駄な時間であるとか、

エネルギーの無駄をどうやって減らしていくかという、そこらの兼ね合いっていうのが大

きい問題だろうというのが一つあると思うんですね。そのあたりから、逆に私からいきな

り問題提起させていただいて申し訳ありませんが、そのへんとの関連で桝谷先生か、ある

いは橋本先生方からコメントいただけたら良いなと思って、問題提起、あえて非常に単純

な問題提起ですけどさせていただきました。話題提供ということで。そのあたりからちょっ

とお話願えたらと思いますが、よろしいでしょうか。

桝 谷： 非常に難しい問題で、私の場合は単純にそう最適化ということで、いわゆる先生からお

話ありましたようにトータルのエネルギーをどうするかというところと、もう一つ実は私

通勤交通でやっているのは、通勤交通って言っても今、目的関数の最小化ということ、実

は実際の動き、働く場所、住む場所の空間的な配置で言うと、一番ほんとの最適な算数的

に解ける最適な状態と一番悪い状態、その中で実際に人間がどう動いているのかというこ

とを探り当てたところ、これは別の指標でやった交通流動率ということでやってるんです

が、案外みんな賢い動きをしているということを一つ、地方都市も札幌含めて確認したと

ころ、大体アッパーとロワーの間のある程度の数値的な収まりの良いところで動いている

という意味で、ここで計算的には最適と言いながら、実際に何がしか皆さん賢い動きをし

ているということを確認しつつ、さらにもうちょっとエネルギー消費するにはどういうこ

とを、ちょっと動いてくれればもうちょっとトータルな消費が減るのかなということをちょっ

と探り当てているということがございます。

それから話があっちこっちいってますが、今先生のお話だと２０分という数字が、実は私

も前に苫小牧にもいたことがあるんですが、そういった地方都市で通勤の実際の距離がか

かると案外２０分というのが一つの程々の通勤距離としてデータ的に確認したところがある

わけですね。それが逆に言うと２０分程度のところ、あるいは２０分以内で住めるような働く

場所と住む場所との空間的なバランス、そういったものも一つの人間的な、効用かどうか

わかりませんが、あるいは豊かな住む空間の確保も含めて、そのあたりも考えたら良いの

かなと思いながら、どちらかというと算数っぽいところからアプローチしているという状

況でございまして、ちょっと答えにならなくてすみません。

橋 本： コンパクトシティというのは本当に私今回関係がなかったんですけれども、少しだけコ

メントさせていただきますと、私の興味というのは人と施設のミスマッチというところに

ありまして、今回も十分な避難施設があるところに人が増えるのであれば、それは別に問

題はないんだけれどもインフラその他が整わない、避難場所も非常に人口密度が低い時の

まま、でもマンションがどんどん建って人だけが増えていく。そうすると一見賑やかです
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しトレンドのようにも見えますけれども、実はいざという時の危険性が拡大している、と

いうふうに市街地をコンパクトにするためには必ず高密度化というふうなことになるので

はないか。その高密度化というのは必ずしも良いことだけじゃなくて悪いこともこんなに

あるんですよというお話をしたかったわけなんです。

ただ、私の研究室いろいろやっておりまして、例えばロードヒーティングを減らすため

にはどうするかとか、そういうようなこともやっておりまして、今札幌市の道路予算が１５０

億ですか、その内、このままロードヒーティングやっていくと総予算のうち５分の１の３０

億を毎年投じなきゃいけなくなってくる。それはとてもじゃないけどロードヒーティング

一つ、こんな短いロードヒーティングにそんなにかけるのかって話になってくる。そうす

ると道を少なくする。市街地の面積を少なくして普段皆が使う道を少なくしてロードヒー

ティングの面積も最小に留める。それはそれで予算の節約になるから良いのではないか。

だからある程度コンパクトにしないと予算的な圧迫になるし、かと言って高密度しすぎる

と、今度は生活に危険が及ぶ。その最適規模というふうなものを求めるのが経済学の立場

で求まるのか、あるいはもっと別のものが必要なのかそのへんまだ分からないと思います。

小 林： ありがとうごいました。今私から問題提起させていただいたことの延長でもう少し考え

てみたいんですが、大坂谷先生とのことに関連するんですけれども、今日取り上げている

問題は皆都市なわけですよね。つまり最初から一次産業中心の農村部は対象外だと思うん

です、この種の問題に関しては。ただその中間くらいのところっていうのも結構あると思

うんですね。今のような議論で何か最適なとか何とかいろんな議論をする時に、よく都市

部と郡部とか分ける時の都市部が対象で例えば人口が少なくても７、８万以上で、という

ような範囲を想定した時に規模に応じてどうなるかとかこうなるとかいう議論になってい

くのかなっていう気がするんですけど、もしそうだとすると、大坂谷先生の、室蘭が１０万

切るっていうような話になってくるとすると、かなり違った視点での問題の立て方ってい

うのが出てくるんじゃないのかなという。つまりすかすかで空き地があちこちにあってと、

そういうような居住空間と言いますか、そういう都市における問題というか、そういうも

のが出てくるんだろうかなというような印象を受けながら話を伺っていたんですが、ちょっ

とその辺についてコメントしていただけたらと思うんですけれども。

大坂谷： 分からないことが多すぎますが、僕の研究室に博士課程の社会人がいまして、彼が研究対

象としてやっている２万人程度の町が中間くらいでは一番多いようです。彼はそれを対象

に生活に最低限必要と思われる商業集積規模を求めて、それを維持していくためにはどう

すれば良いのかという感じで研究をやっています。もっと人口が少ない郡部である町村に

しても、これからは今まで以上に集落再編を進めて、できるだけ、主な集落を２つなら２

つに集約するような形にしないと、おそらくやっていけない。例えば、４世帯で７人しか

住んでいないような集落まで、一日朝・昼・晩の３往復のバスを走らせることは、最初の

３年間は国土交通省の補助金がもらえたからできました。しかし、３年過ぎて補助が打ち
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切りになった。

では、斜里町なら斜里町が単独で、そういう集落まで毎日バスを３往復走らせることが

できるか。これはできないですね。そういう小さな集落から、どのくらい税収があるかと

言えば、誰も税金を払っていません。４世帯７人いるけれど、収入が一定以下なので、そ

こからの税収はゼロです。しかし、除雪とか、いろいろなことで経費がかかる。それだっ

たら、むしろ役場の空き地に町営住宅でも建てて住んでもらった方が良い。それ以上のコ

ストがかからなくなるわけですね。そういう視点も必要だろうと思っています。

それから、適正な人口密度と言っても、それは避難場所に十分余裕があれば、例えば、

この地区はヘクタール１２０人まで大丈夫ということがあると思います。極端なこと言えば、

「この地区には、これ以上、誰も住んじゃいけない」ということもあり得ると思います。

ある程度の人口規模とか人口密度によって、一極型のコンパクトシティもあれば、室蘭で

言えば、母恋地区のある一画にコンパクトな市街地があって、そこを根城とする都市住民

が、例えば３，５００人なら３，５００人が歩いて買物や病院に行けるようなまち、それはそれで良

いと思っています。だから、コンパクトな市街地は、必ずしも一つの形にこだわる必要は

ないと思います。

しかし、中小都市で言えば、現在のような、のんべんだらりとした低密度の市街地を整

理・縮小していく必要とか、郡部で言えば、限界集落という言葉が、最近、新聞を賑わし

ていますけれども、そういう集落をある程度整理していかないと、あと数年も経ったら、

みんな夕張になってしまいます。かなり思い切ったことをやらないと、第２、第３、第４

の夕張になってしまう。行政側はもう少し危機感を持ち、思い切って、集落再編を進めて

いただいた方が良いと個人的には思っています。雑ぱくな話で、申し訳ありません。

小 林： ありがとうございました。最初の田島先生達のご報告と後半部の話題と少し結び付けて

考えてみますと、よく高齢者の生活形態として若い者と一緒にいるのが一番健康だと、よ

くそういう言い方をいたしますね。しかし実際に高齢者比率がどんどん高まっていくわけ

ですから、口で言うほど簡単ではないというのが現実なんだろうと思います。とは言いな

がらも、人口の半分以上が、あるいは７０％くらいが高齢者というような極端なケースを除

けば、とにかくもうやっぱり世間で言われてきたように、若い人と接触できるような居住

形態が最も望ましいっていうのが依然として真実なんだろうと思うんですね。その中にお

ける高齢者が肩を寄せ合って生きていけるような居住のあり方っていう、そういう問題に

ついても、もうちょっと後半部の議論と関連付けて何かお考えがあったらお聞かせいただ

きたいと思うんですけれども。

田 島： 二人で少しずつ分けて、まず一つ大前提でさっきのコンパクトシティというところで、

私達の考えていることと違和感があるのは、英語で「コミュニティ」と言った場合に「The

コミュニティ」という、いわゆる具体的に土地を表すものと、「コミュナル」というか、い

わゆるネットワークの部分と２つに分かれていると思うんですよね。私達が狙ったのは現
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代社会において「Theコミュニティ」というものと「コミュナル」というものを合わせて考

える点でなくて、ちょっとずらして遠方からでも人間関係とかそういったものを利用して、

何とか支えられないかということです。

例えばちょっと全く違う話なんですが、私、元々地域研究で奄美大島の離島の研究をし

ておりまして、そこは７９世帯で１０８人くらいしかいなくて、ほとんど老人の単身世帯なん

ですけれども、そこは皆都市に出ている子供達とか親戚は全部仕送りとかそういうのをし

て支えているんですね。例えば郵便局があると、そこの郵便局で３～４億ですね、両方合

わせると６億くらいのお金が動くんですけれども、それはなぜかと言うと皆出ている人達

がそこに口座を開くから。そういうふうにして支えている村があって、そういった時を考

えると、確かに行政の面から見ると、そこはコンパクトというかもしれませんけど、しか

しそれを周りから支える一つの可能性があって、そこで瀧先生といろいろ相談してネット

ワークということで考えようということで、コンパクトと言った時に単に、地理的なとい

う意味ではなくて、人・物・金・情報あとそこに心ですね、それが通う意味での一つ何か

投じたネットワークをイメージして、そこに医療というのは多分必要であろうと。

例えば。ほとんどの行政が破綻する原因というのは身の丈知らずの、失礼、すみません、

立派な医療施設を作って、結局そこでいろんな施設を作ってしまったが故に、箱物だけ作っ

てしまったために、それの維持費で。しかし、それも例えばネットを使って必要なところ

に必要なものが配分できるように、あるいは夕張にある施設を隣の町の人が近いから利用

したって良いわけですよね。そういったことも考えてやってプロジェクトを設計しました。

ちょっとまとまりがなくて申し訳ありません。たぶん瀧先生がフォーローしてくださると

思うので。

瀧： フォローにはならないと思うんですけれども、ただ居住というようなことではなくて、

小林先生がおっしゃった若い人との交流というふうなところの観点から、私自身が必要だ

なっていうふうに思うのは、なぜ高齢者の健康づくりっていうことをしたいかっていうふ

うに申し上げたいかというと、やってもらうだけが高齢者じゃないんじゃないかなってい

うふうに思うんです。高齢者にも社会で果たしていける役割があるんじゃないか。そのこ

とが、例えば例として働く若い女性を支えるために、高齢者の女性達が保育に関わるとい

うというふうなことも考えられるんじゃないかな、そういうことができていくということ

が高齢者の健康というようなことを求めていくというか。そういう視点の一つにもあるん

じゃないかなというふうに私自身は思っているんですけど、そういうことで交流するとい

う観点から高齢者の健康ということを見つめていくということもできるかなというふうに

は思いました。

小 林： はい、わかりました。今お話聞きながら私も勉強してるんです。今コミュニティという

「Theコミュニティ」という表現をする時と「コミュナル」っていう言葉を使う場合、それ

を区別して使われている。前者はつまり土地、空間的にある限定された土地を言っている
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わけですね、場所。後者はネットワークで繋がっている限り、どんなに離れていてもコミュ

ナルソサエティにはなると。孫がアメリカに住んでいたとか、ちゃんと送金してくれると

か、それでコミュナルソサエティが形成されると、極端に言えばですね。そういう具合に

理解してよろしいですか。そうなると、そこでいろんなネットワークということがキーワー

ドになってくると。そのネットワークを形成することによって、実は離れ小島に老人だけ

が住んでいたとしても、それなりの社会は形成されるという、極端な言い方で。そういう

中で充実した老後なり人生を送れるような在り方、やり方は可能かというような問題に繋

がってくるのかなというふうに受け止めましたが、大変良い勉強をさせていただきました。

これは過疎地を多く抱えた、北海道もそうですけど、そういうところで、いかにそれな

りに充実した生き方が可能かという時に、同じような発想が出てくるでしょうね、おそら

く。そこで非常な重要な概念として登場してくるのがソーシャルネットワークというか、

そういう種類のことなのかと。実は私どもの開発協会でもそれをめぐっての、草苅さんま

だ途中ですね、結構やっているんですけれども、その研究における一つの問題意識という

のは今のおっしゃられたことと非常に関係があるわけなんです。

いっぱいいろいろ他にもしたいことが沢山あるんですが、先程の質問時間で十分お話で

きなかったというので、どなたに対してでもよろしいですけれども、限られた時間ですが

お聞きしておきたいという方どうぞ挙手をお願いします。

大坂谷： 健康でなくなった場合はどうされていますか。その辺がよく分からなかった。いろいろな

調査をやってみて、「生まれたところで住み続けたい。」という人は、どこのまちでも一定

の割合で必ずいます。現実には訪問介護受けたりしながらも頑張って住み続ける人がいる

一方、娘夫婦がいるとか、息子夫婦がいるという理由で、札幌に来たり、北広島に来たと

いう人がいます。その島では、元気でなくなった時、どうされているのですかのか。

田 島： 私の知る限り大体３つのパターンがありまして、一つは呼び寄せといって大都市に住む

子供のところ行くというパターンですけれども、この場合は私の現地調査から見るとあま

り長生きしないですね。高齢になればなるほど移った後に、植木鉢から根っこを抜いて移

植したみたいな感じで。もう一つは、これまたおもしろいのは介護のために家族で帰って

くるっていうパターンですね。この場合には大体息子が都市であまり良い職業に就いてい

ないとか失敗したとかいった場合に戻ってきて、生活保護を受けたりして親の介護をする

のですね。それからあと、奄美大島あまりお金かからないんですね。それから３番目のパ

ターンは施設がありまして、そこに預ける。ごめんなさい４つ目もありました。あと近隣

の誰かが世話をするという。他人なのに世話をするという、その４つですけれども。最後

の２つは少ないです。

小 林： 時間限られてますが、もうひと方どなたかご質問あったら。よろしいですか。それでは

限られた時間でしたけど、大変充実したお話を伺うこともできたし、議論もできたかと思

います。このへんでそろそろ閉じさせていただきたいと思います。どうもありがとうござ
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いました。

司 会： 長時間ご苦労様でございました。本日は長時間ありがとうございました。先生方どうも

ありがとうございました、お世話になりました。
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積雪寒冷地における独居高齢者世帯の健康支援に関する産官学協働支援ネットワーク形成の基礎的研究

〔平成１７年度助成研究〕

天使大学看護栄養学部教養教育科 教 授 田島 忠篤

天使大学看護栄養学部看護学科 教 授 瀧 断子

天使大学看護栄養学部栄養学科 助教授 高野 良子

本研究の目的は、北海道の気候・風土に適合した高齢者の健康生活支援について IT を用いた

産官学共同のネットワーク形成を探ることにある。北海道の風土・気候は、「広大な積雪寒冷地」

である。広大な生活圏での冬季間の移動が著しく制限され、高齢者は健康生活支援サービスが受

けにくい状況におかれる。北海道における高齢化社会では、現行のままの健康支援では、人的労

力に費用と時間が加わり、地方財政を圧迫してゆく。その問題を解決する手段として、CATVやイ

ンターネットを駆使した取り組みが道内の市町村で試されている。しかし、ほとんどの場合が、

医療機関同士、行政機関同士といった施設間である。本研究では、高齢者と大学、医療機関、行

政機関を結び、高齢者が居ながらに健康生活支援を受けられるインターネットを用いたシステム

を形成することに目的がおかれている。そのための第一歩として、個人と大学をインターネット

で結び健康生活支援のための基礎的な条件を探ることである。

調査対象として、紋別市在住の独居高齢者世帯を対象とする。その理由は、本研究の重要なパー

トナーとなる民間セクターの協力が得られたからである。

現地調査は、以下の３つを実施した。①紋別市社会福祉部高齢者福祉課、紋別市福祉センター、

社会福祉協議会、NPオホーツククラスターとの本研プロジェクトの説明と協力依頼および高齢

者の生活支援に関する意見交換会（２００４年１０月）、②紋別市の独居高齢者を対象とした質問紙調査

および面接調査（２００５年３月）、③独居高齢者モニターによる健康支援プログラムの実践と IT

による結果送信である（２００６年３月）。②と③の間に、本学に隣接するカレスアライアンス天使病

院リハビリテーション科の理学療法士と協力して、高齢者が自宅でできる簡単な「楽々体操」を

作成した。さらに、本学と独居高齢者用に IT 送受信ソフトウェア「楽々体操日記」を外部と共同

で開発した。体操ビデオおよびソフトウェアを内臓済みの PCは調査対象高齢者にレンタルし

て、研究協力者およびカレスアライアンス天使病院の理学療法士により現地で指導した。

上記②の調査では、３２８名の独居高齢者を対象として、質問用紙が配布された。回収は１７７票あ

り、回収率は５４．０％であった。調査結果から、定期的に通院しながらも健康状態を良好（「とても

健康」「まあ健康」合わせて６５．８％）に保持していることが分かった。これらの回答者の中から７

名がモニターの募集に応じた。２００６年２月から７週間毎日「楽々体操」をして、血圧測定結果や

日記をインターネットにより本学に送ってもらった。その理由として、「易しく簡単」、「自分の好

きな時間にできる」など健康支援プログラムのみならず、「他の人が続けているからやめられな

い」など、独居高齢者でもネットワーク上の他人を意識していた点である。また、本学と独居高

齢者世帯を結ぶインターネットは当初の予測を超えて機能していた。

今後の課題として、認知症の予防、健康を維持するための旬な地場食材を使った高齢者向けの

食事といった健康支援のために、本学が提供できるコンテンツを増やすことである。さらに、今

回の実施結果を踏まえて、民間セクターや行政とのインターネットをいかに利用するか、今後、

関係者と協議を進めていかなくてはならない。
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積雪寒冷地の都市内部における人口の都心再集中に関する分析 〔平成１８年度助成研究〕

北海道大学大学院文学研究科 准 教 授 橋本 雄一

北海道大学大学院文学研究科人間システム科学専攻地域システム科学専修 博士後期課程 沼田 尚也

本研究では、１９９０年代後半よりその兆候がみられ、２０００年代前半にさらに進んだ札幌市におけ

る都心への人口の再集中について、居住人口・世帯特性の変化と分譲マンション立地の変化、さ

らには２０００年代前半の札幌市における人口移動より解明を試みた。

分析の結果、９０年代後半より都心周辺で人口は増加をはじめ、２０００年代に入ると特に大通や札

幌駅に隣接した地域で増加した。これとあわせて、居住世帯にも変化が生じ、都心周辺における

持ち家の共同住宅居住世帯が増加した。また、９０年代前半まで郊外への分散傾向を示していた分

譲マンションの供給も都心周辺で活発化し、２０００年代に入ると特に都心に隣接した地域で盛んに

供給がなされていた。

さらに２０００年代前半の札幌市における人口移動分析の結果、都心における人口増加はこれまで

は郊外へと分散するはずの年齢階級人口が都心周辺へと残留もしくは集中することが大きな要因

となっていた。ゆえに、郊外への人口分散期に手稲、厚別、清田や北区、東区の北部のような郊

外地域に持ち家を購入した現在の４０歳代～６０歳代人口が、都心周辺へと回帰することが中心と

なっているわけではなく、郊外地域は現状のままであることが推察された。

また、都市内人口移動のうち都心周辺への流入は、郊外への分散期と逆転するように公共交通

機関に沿うようなセクター的傾向がみられた。セクター的移動は、各セクター、つまり沿線の情

報を保持したまま移動しようとする傾向であり、都心への再集中過程においても、各地域間の関

係にセクター要素が大きく関わっていることが明らかになった。これにより、都市空間的には公

共交通機関沿線を軸とした再集中の過程を捉えることができた。

よって、東西線沿線や南北線北部のように都心への流入が進むセクターについては、かつての

アーバンスプロールのように無秩序な再集中や特定地域の衰退を防止し、早期に政策的な誘導を

行う必要性も考えられる。
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地方中小都市・室蘭市における高齢者共同住宅に関する研究 〔平成１４・１５年度助成研究〕

室蘭工業大学建設システム工学科 教授 大坂谷吉行

第１章では、高齢化の進行及び高齢者向け共同住宅の建設件数の増加傾向を踏まえ、地方中小

都市（室蘭市）を対象として、「まちなか居住」の成立条件を明らかにすることを本研究の目的と

した。

第２章では、前章で「まちなか居住」を実現することが望まれる主たる対象者を高齢者とした

ことから、高齢化の状況、高齢者の状況、高齢者に関わる施策を整理した。

第３章では、札幌市で建設された高齢者共同住宅の概要を整理、分析し、室蘭市で高齢者共同

住宅を検討する参考資料とした。

第４章では、高齢者共同住宅のニーズを把握するために行ったアンケート調査の概要をまとめ

るとともに調査結果を分析した。なお、アンケート調査票の配付数は２３０部、有効回収数は２０８部

であった（回収率＝９０．４％）。老後の望ましい住まいとして、老人福祉施設の２７．９％に次いで、高

齢者共同住宅が１６．８％と多かった（単数回答）。老後の住まいの立地条件として「医療福祉施設が

充実した場所」の６４．４％、「公共交通の便利な場所」の４８．１％、「日常の買い物が便利な場所」の

４４．２％と上位を占め（複数回答）、高齢者共同住宅の立地場所として「まちなか」が優位であるこ

とが示された。また、高齢者共同住宅の個室の面積、各種設備の共同化の是非、共同で行う行為、

生活サービスの内容、家賃、サービス料金などが明らかになった。

第５章では、高齢者共同住宅モデル A とモデル Bを作成した。モデル A は用地買収方式、モデ

ル Bは借地方式である。土地代は２万円／㎡、５万円／㎡、８万円／㎡、建物の建設単価（㎡）

は１２万円、１６万円、２０万円、２４万円、２８万円に変化させ、１㎡当たりの家賃（モデル A は返済

額）を計算した。１㎡当たりの家賃は、８２３円～２，１３５円となった。次に室蘭市内の立地条件が異

なる１１地区を抽出し、上記モデルを適用し、住戸当り面積５０㎡の共同住宅の家賃を計算し、比較

した。室蘭市は地価が安いので、建設単価の方が家賃に効いており、高齢者共同住宅を「まちな

か」に建設することは可能である。
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コンパクトシティに向けた北海道主要都市における職住分布構造の再構築に関する研究

〔平成１９年度助成研究〕

専修大学北海道短期大学みどりの総合科学科 教 授 桝谷 有三

苫小牧工業高等専門学校 准教授 下夕村光弘

室蘭工業大学建設システム工学科 教 授 田村 亨

持続可能な都市の形成あるいは環境負荷の軽減を図るため、さらには人口減少、少子高齢社会

など都市を取り巻く環境の変化等に対応するために、これまでの都市のあり方を見直す必要に迫

られている。特に、都市機能の拡散や中心市街地の機能低下に対応するために、中心市街地への

都市機能の集積あるいは既成市街地の都市機能の再配置によるコンパクトなまちづくりが求めら

れている。本研究は、都市交通において主要な部分を占めている通勤交通、特に居住地及び従業

地の空間分布としての職住分布構造の面から都市機能の再構築について考察を試みた。

本研究はコンパクトシティに向けた職住分布構造の再構築に関して大きく２つの面から考察

を行った。ひとつは、居住地と従業地の規模及び空間分布に関する職住分布構造を計量的、視覚

的に把握することができる指標の開発に関する研究である。他のひとつは、実際の通勤交通行動

を踏まえた職住分布構造の変化が通勤トリップ長に及ぼす影響に関する研究である。そして、本

研究は職住分布構造の再構築に伴う影響及び効果に関する分析手法等を開発するとともに、札幌

市、旭川市、函館市、釧路市及び室蘭市の北海道主要５都市を対象に実証的分析を行った。

職住分布構造指標と通勤トリップ長に関する研究においては、開発した３つの指標（標準距離、

CBD－居住地（従業地）分布平均距離、職住間流動指標）と通勤トリップ長の関係を考察するな

かで、各種の指標値を通して職住分布構造から通勤トリップ長を推定することが可能な線形回帰

式を定式化できた。また、居住地及び従業地の空間分布のうち、特に居住地の CBDからの空間分

布状況が通勤トリップ長に大きな影響を及ぼしていることを考察することができた。

また、通勤トリップ長をより減少させることができる職住分布構造の再構築に関する研究にお

いては、実際の通勤交通行動を考慮するためプリファレンス曲線（２次曲線で曲線回帰）を組み

込んだ非線形最適化問題の定式化を行った。そして、再構築に伴う居住地及び従業地の総移転量

と通勤トリップ長の関係等についても考察するとともに、通勤トリップ長を減少させるための職

住分布構造の再構築としての各ゾーンの立地量の変化についても考察することができた。全体的

には、居住地及び従業地ともに中心部ゾーンでの立地量増加、郊外部ゾーンでの減少、すなわち

既存の職住分布構造をより一極集中型の、いわゆるコンパクトシティに向けた職住分布構造が望

まれる等を考察することができた。
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